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はじめに

技術部門連絡会議

	 技術調整役　山野井 豊

　平成 25年度の技術交流会のテーマは、5月 23日の J-PARCでの放射性物質の漏洩事故の反省と

安全への再確認を踏まえて「KEKを支える安全技術」としました。機構においても二度とあのよ

うな事故を起こすことがないよう、様々な安全に関する取り組みを行っています。この技術交流会

も他の部署のトラブルや失敗を見聞きすることで、職場全体の安全への関心を高め、また事故を予

防する上でも多少なりともお役に立てれば幸いです。

　今回の交流会は二本立てです。就職して 2年目の若手技術職員の発表 5件とベテラン職員の発表

4件の構成です。法人化後、スタッフ制に移行してから 10年で、研究所、研究施設、各グループ

内の技術職員数はその組織の一つひとつが少数となり、隣のグループの仕事がさらに見え難くなっ

ています。また、技術職員が全員集まる機会も減ってしまいました。この交流会を機会にどのよう

な後輩が入ってきたのか、「何々の技術なら誰々さんに相談するのが良い」と言った情報を得るこ

とに役立てて頂ければと思います。

　第 1回の技術交流会は馬場技術部長の時代、昭和 60年 5月 15日のことでした。交流会の開催に

あたって、その目的は、「研究所内における技術者の横のつながりをもつこと、技術者の得た知識、

技術の交換及び問題解決の場としたい。貴重な知識、技術、データ等を文書にし、蓄積し、今後の

技術活動に役立てる。」と伺っております。

　あれから 29年が経ちましたが、基本的にこの技術交流会を開催する目的は変わりません。新規

プロジェクトの求める多様な技術要求に対して、更に安全対策が重なり、随所で人手不足の感が年々

増大しています。時代を経て加速器技術に関する専門性は増々細分化され、それ故に少し技術分野

が異なっただけで機構内でも職員同士話が伝わり難くなっています。

　29年前の当時は技術、技術知識の交換と言っても「安全」については空気のようなもので、そ

の技術を話すことなどほとんどなく、ほとんどが純粋に実験技術の話でした。実験がより複雑化し、

ビーム強度を増強させている加速器では、この「安全に実験が遂行できること」がその実験を成功

させる重要な柱となっています。今後の技術交流会でも、この安全に関する講演が増え、技術職員

の安全意識がより高まっていくことを願っています。

　末筆となりましたが、交流会の企画を実行して頂いた物構研の技術職員、協力頂いた他の研究所、

研究施設の技術職員、またご来聴頂いた方々に感謝致します。
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技術交流会テーマ　「KEKを支える安全技術」
日時：平成 25 年 12 月 5 日（木）13：30 ～ 17：00
場所：つくばキャンパス　4 号館 1 階 セミナーホール
　　　東海キャンパス　　1 号館 324 室（TV 会議）

　　　参加者　66 名（うち東海キャンパス会場 3 名）

　　　（素核研 13、物構研 10、加速器 22、共通基盤 20、その他 1）

平成25年度

技術交流会

プログラム：

13:30 ~ 13:35　 開会の挨拶　 野村 理事

13:35 ~ 13:40　 平成 25年度新人紹介 寺島 技術調整役

＜平成 24 年度新人業務紹介＞

13:40 ~ 13:55　 読み出しエレクトロニクスの開発　 庄子 正綱（素核研）

13:55 ~ 14:10　 一般公開用の展示物制作　 竹谷 薫（物構研）

14:10 ~ 14:25　 自己紹介と業務内容　 金枝 史織（加速器）

14:25 ~ 14:40　 IPv6対応 DMZの試験導入　 石沢 裕（共通）

14:40 ~ 14:55　 J-PARCでの業務報告　 北川 潤一（共通）

14:55 ~ 15:00　 休		憩

15:05 ~ 15:25　 放射光源加速器の安全システム　 長橋 進也（加速器）

15:25 ~ 15:45　 KEKの高圧ガス（一般）の安全に対する対応	 小島 裕二（加速器）

15:45 ~ 16:05　 J-PARC MLFの PPSインタロック機器　 小林 庸男（物構研）

16:05 ~ 16:25　 KEKにおける放射線管理　 穂積 憲一（共通）

16:25 ~ 16:30　 講		評　 山野井 技術調整役

16:30 ~ 　懇談会（全員）
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読み出しエレクトロニクスの開発

Abstract
私はエレクトロニクスシステムグループに所属し、４つの重要なエレクトロニクスの開発を行ってきた。1) 時間

分解能 100ps、誤差 ±0.1 (×100ps) 未満の Time to Digital Convertor (TDC)モジュール、2)最小時間間隔 10psの TDC

テスターモジュール、 3)Belle II 実験Aerogel-RICH検出器の 420台の検出器から信号を読み出すデータ集約モジュー

ル、4) 時間分解能 1nsの TDCを FPGAに実装した TDCモジュールの設計である。

また、私が参加している Open-It若手の会は若手研究者が集まり、若手同士で技術の共有と発展を目的に活動

している。若手の会では Printed Circuit Board(PCB)、Field Programmable Gate Array(FPGA)、Application Specific 

Integrated Circuit(ASIC)や DATA Acquisition system(DAQ)等の技術の発展に努め、各技術の理解を深めるだけでは

なく、測定システム技術を包括的に理解し、測定システムの構築を行える研究者・技術者を目指すため研究会など

を行っている。

庄子　正剛
高エネルギー加速器研究機構　素粒子原子核研究所

1．はじめに

私は素粒子原子核研究所エレクトロニクスシス
テムグループに所属し、読み出しエレクトロニクス
の設計・開発を行ってきた。これまでに以下の 4つ
のモジュールを設計・開発している。1) Belle II実
験において、ルミノシティ測定を目的として、Zero 
Degree Luminosity Monitor (ZDLM) に使用する TDC
モジュール、2) TDCの性能評価を行うための TDC 
tester、 3) Belle II検出器の Endcap部に設置する、K/π
識別を行う粒子識別検出器の Aerogel-RICH検出器
の読み出しエレクトロニクス、4) SuperKEKBに使
用する TDCモジュールである。各モジュールの開
発目的、期待される性能・機能、性能評価の結果に
ついて報告する。また、エレクトロニクスシステム
グループにおけるエレクトロニクス開発環境につい
て紹介と今後の抱負について述べる。

2．Zero Degree Luminosity Monitor (ZDLM)
用 TDC モジュールの開発

2.1　ZDLM 用 TDC モジュールの開発 [2] [3]
Zero Degree Luminosity Monitor(ZDLM) は Belle II

実験に置いて、BelleII検出器の近傍のビームライ
ン上に設置し、電子 -陽電子の衝突によって発生す
るガンマ線、散乱電子、散乱陽電子を計測すること
によってビームのルミノシティをオンライン測定
する。既存の TDCでは時間分解能が 700psであり、

図 1：	TDCモジュール

新しい TDCには時間分解能が 500ps以下の精度が
要求されている。この時間分解能は加速器のビーム
バンチ全てに粒子が存在しているとき、各バンチを
4σで計測するために選択されている。この要求を
満たすモジュールとして VME6Uの TDCモジュー
ルの開発を行った。TDCモジュール（図 1）の機能
と特徴を示す。
特徴

•	 KEK VMEと VMEクレートに接続
•	 TDC Input 32ch
•	 Multi Hit TDC
•	 分解能 25ps、100ps、200ps、800psに設定可能
•	 ダイナミックレンジ	:	0.1ms
•	 TDCの制御は Slow controlを用いる
• CP/IPで PCにデータ転送
•	 FPGA Artix7 XC7A100T
•	 8層基板

FPGA

TDC
Ethernet

32ch TDC INPUT (NIM)

VME コネクタ

NIM IN & 
NIM OUT 各 2ch

* mshoji@post.kek.jp
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機能
•	 TDC入力	:	NIM	(LEMOコネクタ	:	32ch)
•	 汎用入力	:	NIM	(LEMOコネクタ	:	2ch)
•	 汎用出力	:	NIM	(LEMOコネクタ	:	2ch)	
•	 6UVMEクレート接続コネクタ	:	J0,J1
この TDCモジュールに搭載した TDCチップは時

間分解能を 25ps, 100ps, 200ps, 780psのいずれかに
設定が可能である。ZDLMでは時間分解能を 100ps
に設定して使用する。性能評価を行った結果を図 2
に示す。
左図は TDCモジュールの二つの入力に信号を与

え、その時間差を横軸に、イベント数を縦軸に示し
ている。右図は時間差を横軸に、理想的な直線から
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図 2：	TDCモジュールの性能評価

のずれを縦軸に示している。
分散を用いて評価した結果 σ=約 43.5psだった。

また、理想的な直線からのずれは以下の式を用いて

算出している。
直線からのずれは ±0.1 (×100ps)未満であること

が分かった。以上の結果よりこの TDCモジュール
は ZDLMで使用するのに十分な性能を持っている
ことが確認できた。

2.2　TDC テスター
TDCテスター（図 3）はコンパクトで、既存の

ICチップを用いて安価に開発し、分解能（スター
トストップ間隔）10psを目指して開発した。既存
の TDCテスターや、ディレイジェネレータといっ
たモジュールは NIM、VMEモジュールなどであり、

手軽に使用することが難しい。しかし、この開発し
た TDCテスターは +3.3Vの単電源で動作するため、
ソースメータがあればどこでも使用可能である。

Logic（カウンター部とトリガー部）には ECL 
(Emitter-coupled logic)を使用しているため電流消費
は大きくなるが、Hiレベルと Lowレベルの遷移が
高速に行えるため、高速の信号を扱える。

TDCテスターのブロック図を示す（図 4）。
TDCテスターの重要な点は、基板上の回路構成

がアナログ回路の技術を用いて作成されていること
である。FPGAの出力周波数は 300MHz程度が限界
であり、ジッターなどの信号品質の点で TDCテス
ターを駆動させる CLOCKとして使用できない。

Start/Stop
各2ch(NIM)

FPGA
Ethernet

SiTCP搭載 Clock
Generator

電源
+3.3V

Counter 部

外部トリガー入力
2ch(NIM)

トリガー生成部

 
図 3：	TDCテスター
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図 4：	TDCテスターブロック図
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そこで我々はCLOCK GENERATOR(C.G.)を使用した。
このC.G.は内部に PLLを搭載し、LVDSのCLOCK

信号を 800MHzまで出力することができる。
スタートとストップの間隔は 16bitのカウンター

を使用する。カウンターは FPGAで値を設定する。
このカウンターはCLOCKにC.G.の出力を使用する。
この TDCのスタートストップ間隔は以下のよう

に決まる。

スタートストップ間隔	= fc.g. * Cstop – fc.g. * Cstart

fc.g. : C.G.の出力周波数
Cstart : スタート信号側のカウンター値
Cstop : ストップ信号側のカウンター値
性能評価は同グループの濱田氏が行っている。

3．Aerogel-Ring Imaging Cherenkov (ARICH) 
検出器 [4] 用読み出しモジュールの開発

3.1　ARICH readout module の開発 [5]
ARICH検出器の readout moduleの開発を行って

いる。ARICH検出器は Belle II検出器の Endcap部
に設置される、k/π粒子識別器である。 ARICH検
出器は Hybrid Avalanche Photo-Detector (HAPD)から
の信号を front-end electronic module (FEE)で読み出
している。FEEはHAPDとカロリメータの間に設置
される。FEEは 420台使用しているため、そのまま
計算機にケーブルを接続すると 420本の光ファイバー
や電源ケーブルが必要になる。HAPDとカロリメー
タ間は幅 5cmしか無いが、420本の光ファイバーや冷
却管、電源ケーブルを配置しなければならない。こ
の限られた空間を有効活用するために我々は計算機
と FEEの間に設置する新しいモジュールを開発した。
我々はこのモジュールをその機能から merger 

boardと読んでいる。
図 5に ARICHの読み出しシステムを示す。

図 7：	FPGAロジック

Merger boardの重要な機能は、
•	 5~6台の FEEを merger boardに接続
• 計算機と FEEとの通信に使用するケーブル
の本数を減らす。(Merger boardは 72~90台、
FEEは 420台使用する )

•	 FEEに搭載している FPGAにファームウェア
を書き込む

• Slow controlを用いた FEEの FPGAとの通信
• 接続された 5~6台の FEEから送られてくる
データを統合

• ヒットデータがないチャンネルを削減（Zero 
suppression機能）

• 接続された FEEに system clockと Triggerを分配
• 計算機との通信に Belle2Linkを使用 [6]

3.2　Merger board の試作機
図 6は開発したMerger boardである。
•	 サイズ	:	150mm × 100mm
•	 電源	:	3.8V,1.5V
•	 FPGA : Vertex5 (XC5VLX50T)
•	 FEE I/F コネクタ/ケーブル	:	40極、同軸ケーブル
•	 光コネクタ /RJ-45コネクタ	:	Belle2Link用
•	 基板	:	12層
図 7に FPGA回路を示す。

図 5：	ARICH readout system

Front-End Electronics
420 units • FEE data transfer

• clock and trigger
• Slow control

Merger Board

Connection 5 or 6 FEEs

The system Clock
The trigger

Belle2Link

72 ~ 90 units

 

Belle2Link

FPGA
(Virtex5 XC5VLX50T)

FEE IF 
Connecters

(KEL SSL00-40L3-0500) 

Power supply

150mm

100mm

FEE IF[5]

FEE IF[4] 

Network
processor

PCS_PMA
GTP CORE

Clock and Trigger
(Connected of all FEEs)

FEE Register Control

FEE JTAG controller

FEE IF[0]

FIFO

Raw

Suppress

FEEIFFEE[5]
data[3:0],we

FEE[4]
data[3:0],we

FEE[0]
data[3:0],we

Collect data

val

Configuration of FEEs

Slow ControlSerial IF

Ethernet

図 6：	Merger board試作機
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　Merger boardは Hitデータが無かった（値がゼ
ロ）の場合に、そのデータは PCに送らない Zero 
Suppression機能がある。Zero Suppression機能を用
いることで、不用なデータを削除し、ヒットデータ
のみを得ることができる。
　Merger boardから計算機に送られるデータは図 8
に示すパケットフォーマットで送られる。
　パケットフォーマットは以下の内容が含まれる。

•	 Data Type
•	 FPGA Version
•	 Board ID (Merger board ID)
•	 Data length
•	 Trigger count
•	 Ch data

　このChデータにはRAWモードか Suppressedモー
ドであるかを示すヘッダーと FEEから受信した Hit
データ（サプレスモードであれば hit chとデータの
み）が含まれる。

3.3　Merger board 機能試験
　以下の機能テストを行った。

•	 FEEの FPGAにファームウェアを書き込む
•	 Slow controlを用いた FEEとの通信
•	 テストデータ取得と複数の FEEからのデータ
の集約

　FEEの FPGAへのファームウェアの書き込みは、
FPGAへのファームウェアの書き込みが正常に終
了すると出力する DONE信号をMerger boardで受
信すること確認する。また、Slow controlを用いて
Merger boardに接続された FEEのレジスタを読み書
きできるか確認した。書き込んだ値は FEEにテス

"

 

Event packet
31 24 23 16 15 8   7 0
Type (0×02) Ver (0×02) Board ID 0×00

length of a data part in byte

Trigger Count

CH data

CH data
CH data

All FEEs data are encapsulated as CH data in 
this event packet.
Details of the CH data, see from the next page

Header

Data

CH data (Raw data)

CH data (Suppressed data)

図 8：	Event packet format

図 9：	SuperKEKB用 TDCモジュール

トデータを出力させるように設定するものであり、
FEEにテストトリガー信号を送り、テストデータが
FEEから出力されることを確認して、レジスタの書
き込みと読み込み、Merger boardを介して FEEから
のデータを収集できることを確認した。
　この Slow controlとデータ収集テストは FEE上の
FPGAが正常に動作していなければテスト自体が不
可能であり、これらのテストが出来たことで FPGA
へのファームウェアの書き込みが正しく行われたこ
とが証明された。
　ここまでの動作確認で我々の開発した Merger 
boardは基本的な実験要件を満たすことを確認した。
　今後、レートテストとBelle2Linkの動作試験を行う。

4．SuperKEKB ビームモニター用 TDC

4.1　SuperKEKB 用 TDC モジュール
　SuperKEKBビームモニター用の TDCモジュー
ルの基板設計を行った。TDCモジュールの規格は
VME6Uである。
•	 時間分解能	1ns
•	 VME 6U
•	 信号入力	16ch
•	 汎用入出力	各 2ch

Ethernet 17ch TDC INPUT (NIM)

NIM IN &
NIM OUT 各2ch

FPGA

VME コネクタ
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•	 Ethernet
•	 6層基板

　この TDCモジュールの特徴は、TDCを FPGA内
に実装することである。そのため基板設計では以下
の事に注意した。
•	 基板上の配線を走る信号は 6ns/mで遅延す
る。この遅延を全ての入力チャンネルで一
定にするため、TDC INPUTのコネクタから
FPGAまでの配線長を一定にしている。

•	 FPGAの内部構造が TDCの性能に影響するた
め、設計では特殊な IOピンを使わずに通常
の IOピンを選択している。

　FPGAロジックは KEK発ベンチャーである Bee 
Beans Technologies (BBT) [7]が開発を行っている。

5．まとめ

5.1　これまで 4 つの読み出しエレクトロニクスを
開発した。
•	 Belle II実験 ZDLM TDCモジュール（2012年

~2013年）
•	 TDCテスター（2012年）
•	 Belle II実験	ARICH Merger board（2012年 ~）
•	 SuperKEKB TDCモジュール（2013年）

5.2　読み出しエレクトロニクス開発環境
　エレクトロニクスシステムグループには Open-It
という技術の共有、先端技術の発展を目指した団
体がある。そのなかでプリント回路基板 (PCB)と
FPGA技術について述べれば、熟練の技術者が担っ
ていた高度な基板製作技術の共有を進めている。そ
の活動の一つに Open-It若手の会 [8]がある。若手
の会は FPCB, FPGA, ASIC, DAQの開発をしている
大学院生や研究機関の若手スタッフや技術職員が参
加している。若手の会の参加者は自分たちの研究開
発の経験を研究会で発表し、参加者同士で共有して
いる。このように研究を担う若手同士で技術の共有
と発展を進めている。

5.3　最後に
　回路基板設計をほとんどやったことのない私がこ
れまで基板を作れたのは、先輩職員の方々から助言
や教えを受けたおかげであり、まだ至らないことが
多いが、プリント回路基板 (PCB)や FPGA技術の
習得と発展に努めている。また、PCBや FPGA技

術の理解を深めるだけではなく、ASICや DAQな
ど測定システム技術を包括的に理解し、測定システ
ムの構築を行える技術者を目指して励んでいきた
い。
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Abstract
一般公開で光の回折を説明するために展示物を作りました。その展示物はマイクロミラーアレイを利

用することで、来場者が回折パターンを操作できるようにしたものです。

1．事の起こり

機構の活動に関して一般の方に知っていただく
という趣旨で行われている一般公開用に、私は「原
子の並び方を測定できる装置が機構にある事」を覚
えて帰ってもらえるとよいと考えたので、原子の並
び方を測定する方法の一つである光の回折現象を説
明するための展示物を作ることにしました。
機構の一般公開で展示する物なので、特に原子

の配置を測定するためには加速器を利用して得られ
る波長の短い光が利用されている事を覚えて帰って
もらいたいと考えました。そこで、光の回折角が「光
照射物体の繰り返し構造の周期」と「利用している
光の色」によって変化する様子を展示することを考
えました。しかし、二つを同時に準備するとどちら
も完成しないかもしれないと思い、まずは「光照射
物体の繰り返し構造の周期」を変化できるものを作
ることにしました。
異なる周期の回折格子を準備しても良かったの

ですが、繰り返し構造の周期を来場者に操作して頂
き、それによって回折角が連続的に変化する様子を
ご覧頂く方が記憶に残るのではないかと思いまし
た。そして、マイクロミラーアレイを利用すれば欲
しい物が作れると気づき、マイクロミラーアレイを
利用して光の回折を説明する展示物を作成しました。

2．マイクロミラーアレイ

マイクロミラーアレイとはその名の通り小さな
ミラーを敷き詰めた素子です。ある製品の場合、小
さなミラーは一辺が 7マイクロメートルの正方形で
図 1の左側の図のように、一つの軸を中心にプラス
マイナス 12度回転出来ます。この小さなミラーが

一般公開用の展示物作成

図 1の右側の図のように縦 3.4ミリメートル横 6.0
ミリメートルにわたって敷き詰められています。

図 1：	あるマイクロミラーアレイの一つの軸を中心に回転できる
小さなミラー（左）とそれを敷き詰めた様子（右）。

図 2：	同じ入射角の光が小さいミラーの回転角によって反射光の
向きが変化する様子。

* kaoru.taketani@kek.jp

これらの小さなミラーは独立に回転角を設定で
きます。そのため、図 2の左側の図のような回転角
の場合に光の反射される位置にスクリーンを置くと
図 2の右側の図のようなミラーの回転角の場合では
スクリーンに光が届きません。つまり、一つのミラー
の回転角を調整することで、入射光が届いたり届か
なかったりを調整することができます。

スクリーン

竹谷　薫
高エネルギー加速器研究機構　物質構造科学研究所
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この原理を利用して、あるスクリーンに光が届く
向きに回転角を設定したマイクロミラーと、光が届
かないように回転角を設定したマイクロミラーが図
3のように一次元の繰り返し構造になるように配置
すると、スクリーンに届く光は回折格子を通過した
光と同じく回折します。これらのミラーの回転角は
計算機から制御できますので、並び方の周期を変化
させれば回折角も変化します。従って、計算機を使っ
て繰り返し構造の周期を操作すれば、それに応じて
回折角が連続的に変化する様子が観測できます。

図 3：	あるスクリーンに光が届くような回転角に設定したマイク
ロミラー（白塗り）と届かないよう設定したマイクロミラー
（黒塗り）を一次元の繰り返し構造を持つように配置した
様子。

図 4：	展示物の全体図。

図 5：	作成した「図形を表示するプログラム」と「図形を操作す
るプログラム」。

制御計算機

プロジェクタを
分解したもの

スクリーン

コリメータ

鏡

反射光２

反射光１

レーザーポインタ

このマイクロミラーアレイが利用されている身
近な製品のひとつはプロジェクターです。プロジェ
クターに使う場合は三色の発光ダイオードからの光
をマイクロミラーアレイに照射し、二方向に光を反
射させます。片方の光はビームストッパーで止めて
しまいますが、もう一方の光は拡大レンズを通して
外部へと出てゆくようにします。一つのマイクロミ
ラーが一つのピクセルに対応し、すべてのミラーの
回転角と色違いの光の照射タイミングをうまく調整
することでプロジェクターとして利用されます。

3．制作した展示物

実際にマイクロミラーアレイを利用するために
パナソニック製の小型ビューアー（PJ-SJ25U）とい
うプロジェクターを分解してマイクロミラーアレイ
へレーザーポインタを照射できるようにしました。
これを利用した展示物の全体図が図 4になりま

す。レーザーポインタからの光がマイクロミラーア
レイに照射され、設定したミラーの向きに応じて二
つの方向に光が反射されます。そのうちの片方の光
がマイクロミラーアレイを制御する計算機のそばで
見えるように大きな鏡で反射して紙で作ったスク
リーンにあたるようにしました。
マイクロミラーアレイはプロジェクターとして

利用されているものを利用しましたので、計算機の
画面上に白黒の表示ができればそれに応じてスク
リーン上に届くように反射するか、スクリーンに届
かないように反射するかを変化させることができま
す。というわけで、図 5のような外見の「図形を表
示するプログラム」と「図形を操作するプログラム」
を準備しました。「図形を表示するプログラム」は「図
形を操作するプログラム」からの通信を受けて「図
形を操作するプログラム」に表示されているのと同
じ図形を表示します。一方、「図形を操作するプロ
グラム」は表示されている一次元の繰り返し構造を
拡大縮小・平行移動・回転がタッチ操作で出来るよ
うにしました。

図形を表示する
プログラム

図形を操作する
プログラム
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「図形を表示するプログラム」を分解前ならば
プロジェクターで表示される場所へ移動させた後、
レーザーポインタからの電源を入れると図 6のよう
にスクリーン上に回折した光が見えます。さらに、
図 6の右側にある「図形を操作するプログラム」で
繰返し周期を狭めてゆくと回折角が大きくなること
が確認できます。

図 6：	操作画面とスクリーン上の回折光。繰返し周期が長くて回
折角が小さい状況（上）と繰り返し周期が短くて回折角が
大きい状況（下）。

4．一般公開当日

一般公開当日は PF 実験ホール内にこの展示物を
置くことになりました。来場者に繰り返し構造の周
期を操作して頂き、それによって回折角が連続的に
変化してゆく様子をご覧頂く事が出来ました。確認
するすべはありませんがポスターのみで説明するよ
り記憶に残ったのではないかと思います。これに合
わせて「原子の並び方を測定できる装置が機構にあ
る事」を説明することで機構の活動の一端を覚えて
帰ってもらうことに貢献できたのではないかと思い
ます。

5．まとめ

一般公開で光の回折を説明するために展示物を
作りました。この展示物は、マイクロミラーアレイ
を利用することで、来場者が回折パターンを操作で
きるようにしたものです。
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自己紹介と業務内容

表 1: SuperKEKBでのビームモニターシステム
channel数

　　　　　　種類 HER LER DR

可視光モニター (SRM) 1 1 1
X線モニター (XRM) 1 1
Large Angle Beamstrahlung Monitor
(LABM) 1 1
ビーム位置モニター (BPM) 466 445 84
変位計 100 100
横方向バンチフィードバック 1 1 1
縦方向バンチフィードバック 1
Gated measurement 1 1
Phase monitor 1 1
Tune monitor 1 1 1
ロスモニター 200 34
電流モニター (DCCT) 1 1 1
バンチ電流モニター 1 1 1

図 1：	つくばキャンパス上空からの写真

表 1：	SuperKEKBでのビームモニターシステム

表 2：	SuperKEKB運転開始時に設置予定の BPM

Abstract
　現在 SuperKEKB では 2015 年の運転開始に向け、KEKB 加速器のアップグレードを行っている。SuperKEKBでは

約 900 台の Beam Position Monitor (BPM) が使用される予定だが、その中でも中帯域検波器とビーム位置インターロッ

クモニターが特殊用途のモニターとして使用予定である。これら特殊モニターは SuperKEKBから新たに導入される

モニターシステムであり、Instrumentation Technologies社の Libera Brilliance+が両検波器の候補にあがったため、評

価試験を行った。その結果、位置分解能 (RMS) は取得周波数が 100 kHzとき、x = 0.94mm、y = 0.74mm、10 kHzのとき、

x = 0.29mm、y = 0.22mm、インターロック遅延時間は 400 msとなり、中帯域モニタとして Libera Brilliance+を導入し、

ビーム位置インターロックモニターにおいては、Libera Brilliance+に改造を加え、導入することが決まった。

1．はじめに

　私は 2012 年 4 月に KEK に入所し、加速器研究施
設、SuperKEKB	のモニターグループに配属された。
　SuperKEKB は 2010 年に運転を終了した KEKB の
後継プロジェクトであり、2015 年の運転開始に向け
て建設が進められている。図 1	はつくばキャンパス
を上空から見た写真である。1 周 3 km のメインリン
グ（電子リング (HER)と陽電子リング (LER)）を持ち、
線形加速器 (LINAC) から電子と陽電子を入射し、メ
インリングで加速した後に筑波実験棟で衝突させ、B 
中間子と反 B 中間子を生成する。そのビームエネル
ギーは電子 7 GeV, 陽電子 4 GeV、衝突エネルギーは
KEKB と同じく 10.58 GeVである。KEKB から Super-
KEKB へアップグレードにあたり、デザイン・ルミノ
シティはKEKB 到達値に対し 40 倍の 8×1035cm-2s-1 に
設定され、陽電子のエミッタンスを下げるためにダ
ンピングリングが新設された。SuperKEKB には、表
1 に示すように 13 種類のモニターがあり、私の担当
はビーム位
置モニター
(Beam Position 
Monitor:BPM)
とPhase monitor
である。本稿
はその中の
BPM	 システ
ムについて紹
介する。

2．ビーム位置モニター (BPM)

　表 2 は SuperKEKB 運転開始時に設置予定の BPM 
である [1]。その中でも、中帯域検波器とビーム位置
インターロックモニターは SuperKEKB から新たに
導入するモニターであり、本章では、BPM システム
の概要とこれら 2	つのモニターについて説明する。

表 2: SuperKEKB運転開始時にインストール予定のBPM

ビーム位置モニター 分解能　 繰り返し　 台数

狭帯域検波器 3 µm 0.25 kHz 242

中帯域検波器 2-3 µm 10 kHz 4

Turn by Turn 50-100 µm 100 kHz 70

ビーム位置
インターロックモニター 100 µm 100 kHz 4

* shiori.kanaeda@kek.jp

金枝　史織
高エネルギー加速器研究機構　加速器研究施設
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2.1　BPM の概要と原理
　図 3 はBPM ブロックを正面から見た写真であり、
図 4 はチェンバーに据え付けられた BPMブロックを
横から見た写真である。図 4 の右方は四極電磁石で
ある。BPMは各四極電磁石に対して 1 台ずつ据え付
けられており、SuperKEKB 全周で約 900 台設置され
る。図 2は、図 3 のような断面が円形のビームパイ
プのBPM ブロックを模式化した図である。図 2 のA、
B、C、D に示すように BPM にはビームパイプ内面
に 4 つのピックアップ電極が配置されており、ビー
ムがチェンバー内を通るとその逆の電荷が電極に誘
起され、ケーブルを介し地上へと電気信号が送られ
る。その後地上の検波器で電圧を読み取り、ビーム
の横方向の位置を演算する。ビームの変位 x および
y がチェンバー半径 r より十分小さいとき、x と y は
(1) 式で書ける。ここで VA、VB、VC、VD は各電極の
出力電圧、Kx、Ky は BPM チェンバーの半径、電極
の幅、電極の配置で決まる定数であり、(2) 式で表さ
れる。電極が図 2 の配置の時は Kx = Ky ≈ r/√2で近似
でき、SuperKEKB では Kx = Ky ≈ 30mmである。また、
X および Y は x、y について非線形であり、ビーム
が電極に近いときは x/r および y/r の高次項が効い
てくる為 (1) 式では不十分であり、二次、三次程度
までの非線形項を考慮する必要がでてくる [2]。今
回はビームが中心付近を通るとし、詳しい説明は割
愛する。

図 2：	BPM	ブロックの概略図

図 4：	チェンバーに据え付けられた BPM	を横から見た様子

図 3：	正面から見た BPM	ブロック

図 5：	中帯域検波器及びビーム位置インターロックモニターの
配置




x = KxX
y = KyY

X =
(VA + VD) − (VB + VC)

VA + VB + VC + VD

Y =
(VA + VB) − (VC + VD)

VA + VB + VC + VD

(1)

Kx = Ky =
r√
2

∆ϕ/2
sin(∆ϕ/2)

(2)

BPMブロック

BPMブロック 四極電磁石

チェンバー

筑波実験棟
（衝突点）

大穂実験棟日光実験棟

富士実験棟

中帯域モニター
位置インターロックモニター

HER

e−

e+LER

2.2　中帯域検波器
　中帯域検波器は主にビーム起動の振動を測定する
モニターであり、衝突点近くの局所クロマティシ
ティ六極電磁石の近傍に HER に 2 台、LER に 2 台
設置され（図 5 参照）、1) ビームが六極電磁石を垂
直方向にずれて通るときに生ずる垂直エミッタンス
の増加を見積もるためと、2) 衝突点でのビーム水
平及び垂直方向の振動を見積もるために用いられ
る。ビーム位置取得に求められる繰り返し周波数は
10 kHz、分解能は 2 ~ 3 mm以下である。
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2.3　ビーム位置インターロックモニター
　ビーム位置インターロックモニターは軌道の位置
が逸脱したときにビームパイプ内にあるビームを捨
てるための信号（インターロック信号）を発報する
モニターであり、大穂直線部の HER に 2 台、LER 
に 2 台設置され (図 5参照 )、KEKB 運転時、1) 軌
道逸脱によってアボート窓が破壊されたことがあ
り、窓の破壊を防ぐためと、2) ロスモニターから
インターロック信号が発報される前にビームがコ
ヒーレント振動をしている場合があり [3]、振動が
成長する前にビームを捨て、加速器コンポ―ネント
がビームの直撃で破壊されるのを防ぐために用いら
れる。インターロック信号を出し、ビームを捨て
るためのコヒーレント振動の大きさは HER で 6σx 

(6.8mm)、LER で 5σx (6.8mm) であり、ビームがこ
れらの大きさを超えた時からインターロック信号が
発報されるまでの時間差（インターロック遅延時間） 
には 100 ms 以下（SuperKEKB リング 10 周以下）	が
要求されている。
　これら 2	つのモニターとしてInstrumentation Technolo-
gies社のLibera Brilliance+を使用することが検討された。

3 ．Libera Brilliance+ の性能評価

　この章では Libera Brilliance+の概要と Libera Bril-
liance+を用いて行った位置分解能測定とインター
ロック遅延時間測定の結果について報告する。

3.1　Libera Brilliance+ の概要
　図6 はLibera Brilliance+の外観である。Libera Brilliance+
は表 3 にあるように 4 つの測定繰り返しモードを有
するビーム位置検波器であり、Libera Briiliacne+1 台
につき 4 台の BPM 信号を測定できる [4]。また、FA

図 6：	Libera Brilliance+の外観

表 3：	Libera Brilliance+の仕様表 3: Libera Brilliance+の仕様
Data type Data repetition

Raw ADC ADC sample frequency (119 MHz)
Turn by Turn Revolution frequency (100 kHz)

Fast Acquisition (FA) 10 kHz
Slow Acquisition (SA) 10 Hz

モード（10 kHz）	の周波数で取得したデータから位置
を演算をし、設定した位置のしきい値を超えたとき
インターロックを発報する機能を持っている。
3.2　位置分解能測定
　図 7, 8 は Libera Brilliance+を用いた位置分解能測定
のブロック図とセットアップの外観である。CH A, B, 
C, D には 508 MHz の continuous wave (CW) の sin 波を 4 
つに分けた信号をビームの疑似信号として入力した。
Turn by Turn モードと FA モードで測定したビーム
位置をヒストグラムに表した結果を図 9,10 に示す。

図 7：	位置分解能測定のブロック図 (S.G.: Signal Generator,P.G.: 
Pulse Generator)

図 8：	位置分解能測定のセットアップの外観

図 9：	Turn by Turn	モードでのビーム位置の度数分布

図 10：	FA	モードでのビーム位置の度数分布
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図 11：	インターロック遅延時間測定のブロック図
(S.G.:Signal Generator, P.G.: Pulse Generator)

　測定の結果、位置分解能 (RMS) は Turn by Turn 
モードのとき、x = 0.94mm、y = 0.74mm、FA モード
のとき、x = 0.29mm、y = 0.22mm となった。
3.3　インターロック遅延時間測定
　図 11 はインターロック遅延時間測定のブロック
図である。位置分解測定時同様、S.G. から 508MHz 
の sin波を CH A, B, C, D へ入力し、Pulse Modula-
tion で同期させたスイッチにより、S.G. の信号出力
を切ることで、ビームの位置に変動を与え、イン
ターロック信号を発報する。S.G. の出力と Libera 
Brilliance+からのインターロック信号の出力をオシ
ロスコープにつなぎ、S.G. の出力を切った時間とイ
ンターロック信号が出た時間差 ( インターロック遅
延時間）を測定した。
　図 12 はオシロスコープで遅延時間を測定した結
果であり、Ch1 はインターロックの出力を、Ch2 は

図 12：	S.G.	の出力を切ったときとインターロックがかかった
ときの時間差をオシロスコープで測定した結果
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S.G. の出力を表している。Ch2 の信号がなくなった
時間から Ch1 のパルス信号が出た時間までの差 Δt 

がインターロック遅延時間である。測定の結果、Δt 
は平均して Δt = 400±40ms （SuperKEKB リング約 40 
周）	の遅延時間が確認された。

4．まとめと今後の課題

　Libera Brilliance+の性能評価の結果、中帯域検波
器においては我々の求める分解能 2～ 3mmを十分
満たしているため、Libera Brilliance+の導入が決まっ
た。ビーム位置インターロックモニターにおいて
は、400ms のインターロック遅延時間が確認できた。
しかし我々はより速い時間応答を必要とするため、
インターロック信号の出力に用いる位置演算の取
得周波数を 10 kHz から 100 kHz に改良することで、
100ms 以下の速いインターロック遅延時間の達成を
期待している。今後は、100 kHz に改良した Libera 
Brilliance+を導入し、その性能評価が課題となる。
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IPv6 対応 DMZ の試験導入

Abstract
IPv4の枯渇を受けて、IPv6対応のサーバを立ち上げる必要性があるサーバが出始めてきている。その
ため、IPv6に対応したデュアルスタックの DMZを新規に構築した。

1．はじめに

IPv4アドレスは、32[bit]のアドレス空間を持ち
43億個ほどのアドレスがあったものの、2011年
2 月 3 日 に APNIC(Asia Pacific Network Information 
Centre)等のレジストリにアドレスを配布している
IANA(Internet Assigned Numbers Authority)の在庫が
枯渇した。また、日本を含むアジア太平洋地域のレ
ジストリである APNICの在庫も 2011年 4月 15日
に枯渇し、新しい IPv4アドレスの入手は非常に困
難となった。
古くからインターネットに接続している組織は既
存の IPアドレスを使い回すことができるが、新興
国の組織からの IPv4の接続性はプロバイダの用意
する巨大 NAT装置を経由するためインターネット
側の IPアドレスが不定であったり、組織毎の NAT
の上にプロバイダの NATが多段で設置されていた
りする。このような形態では例えば Gridシステム
のように終端機器がユニークな IPアドレスで特定
できることを前提としたシステムを構築することが
ほとんど不可能なため、IPv6を利用することが検
討されている。
現状では Gridシステムを構築するミドルウェア
のすべてが IPv6に完全対応しているわけではな
いが、すべての基礎となる認証基盤については最
初に IPv6対応をする必要がある。そのため、グ
リッド認証局の取りまとめ組織であるところの
IGTF(International Grid Trust Federation)から各サイ
トの Grid認証局に対して IPv6の到達性を確保する
ように要請があった。
これに対応するために本機構でも IPv6の到達性
を確保した DMZを構築する運びとなった。

2．DMZv6

現状では IPv4に比較して IPv6の普及率は非常に
低い。従って、IPv4で実績のあるファイアウォー
ルであっても IPv6の運用での実績は少なく、機能
の実装が同程度を達成しているかには不安がある。
また、従来の IPv4用 DMZにそのまま IPv6アドレ
スを配布した場合、各機器が IPv6に対して十分な
防御策をとっているかが不明であり、IPv6経由でセ
キュリティ事象を招く可能性やユーザの混乱が予想
される。このため従来のDMZとは別の IPv4サブネッ
トを用意し、そこに IPv6アドレスも付与する形態と
した。

Grid認証局に対してアクセスするクライアント
は必ずしも IPv6の接続性はなく、現時点では IPv4
の接続性しかない場合がほとんどと思われる。その
ため、IPv4および IPv6両方の到達性を確保したデュ
アルスタックの DMZとした。このデュアルスタッ
クの DMZを DMZv6として運用を開始した。
従来の DMZと異なり、DMZv6からインターネッ
トへの外向きの通信を無制限に許可せず、申請を求
めることとしている。これは DMZv6上の機器が何
らかの脆弱性によって侵入を受け、機構内部や機構
外への攻撃の踏み台として使用されることを防ぐた
めである。一方、脆弱性検査については、現時点で
は IPv4アドレスについてのみ検査を行っている。

3．DMZv6 の構成

3.1　当初の構成
現在ではポート番号に基づくフィルタだけでは安
全性がほとんど担保できない。当然のことながら

石沢　裕
高エネルギー加速器研究機構　共通基盤研究施設　計算科学センター

* yutaka.ishizawa@kek.jp
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ファイアウォール自身の IPv6対応が不可欠である。
この時点で機構の有するファイアウォールは IPv6
対応を唄ってはいるが、初期設定では無効化されて
おり、有効化するためには再起動が必要であった。
ファイアウォールの再起動は機構内外の通信への影
響が大きいため、普段でも夏期計画停電時以外は再
起動を行っていない。その他の設定を変更する際に
も再起動を要求されるであろうと考えられたので、
機構ファイアウォール（機構 FW）とは別のファイ
アウォール装置を使用することとした。
機構全体のファイアウォールとしては性能不足で
ある退役機器を 2つ使用して DMZv6を構築した。
2つを使用したのは操作ミスによって全てのフィル
タが無効化された結果、外部からの攻撃を直接受け
る事態を避けたいからである。また、ベンダの異な
るファイアウォールを使用することで両者の得失を
調べる目的もあった。

DMZv6の構成を図 1に示す。
IPv4は SINETから機構ファイアウォールでフィ
ルタリングされファイアウォール 1 (FW1)でフィル
タリングし DMZv6に至るという構成であり、IPv6
は SINETからファイアウォール 2 (FW2)でフィル
タリングされファイアウォール 1でフィルタリング
し DMZv6に至る状態になっている。
この構成でテスト用のサーバを置き、動作確認と
運用試験を行った結果、ファイアウォール 1におい
て運用上の難点がみつかった。大きな問題はフィル
タを設定したにもかかわらず意図しない通信が通っ
てしまうこと、また管理操作が一般通信と同じ経路

図 1：	当初の構成
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からしかできないことである。
ファイアウォールの管理操作が監視されるべき通
信を制御したいネットワークと一緒になっていると
管理用の通信を全てのルールに対して特別扱いする
ように列挙しなくてはならず、非常に煩雑となる。
新しいルールを追加する際に特別扱いのルールを正
しく挿入するのを忘れると即座にファイアウォール
が操作不能になってしまう。結果としてルールの追
加は非常に敷居の高い操作となってしまった。管理
者の操作端末が DMZv6配下にのみある場合はあま
り問題とならないが、DMZv6は DMZである以上、
操作端末を設置するネットワークとしては不適切で
ある。そのため、構成を変更することとなった。

3.2　構成変更後の構成
構成変更後の構成は次の通りである。ファイア
ウォール 1を撤廃してファイアウォール 2のみと
して、ファイアウォール 2で IPv6と機構ファイア
ウォールからきた IPv4をフィルタして DMZv6に至
るという構成とした。これはファイアウォール 2で
はデフォルトルートが設定出来ないことや意図しな
い通信が通るといったことがなかったためである。
構成変更後の構成を図 2に示す
この構成にしてから順調に稼働していたもの
の、しばらくしてから IPv6の TCPおよび IPv6の
UDPのみが不通となるバグが発生した。IPv4通信
は ICMP、TCP、UDPいずれも問題なく通信できて
おり、また IPv6の ICMPv6も通信が出来ていた。
ICMPv6および ICMPを使用して監視しており、IPv6
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図 2：	構成変更後の構成
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の TCP・UDPの通信障害を受けなかったため発見が
遅れた。再起動させて復旧した後にベンダに問い合
わせたところベンダの既知のバグではなかったため、
解決には至らなかった。IPv6の TCP・UDPのサービ
スポートで監視をするように強化し、再発した際も
即座に発見できるようにして様子を見ることとした。
その後しばらくしてから前述の IPv6のみの不通
問題が再発した。状況は全く同じであり、必須とさ
れていた IPv4のサービスは問題なく出来ているた
め、ベンダの現地調査のため現状を保存し、ベンダ
に調査依頼を行った。ベンダの調査によると原因
は不明であるもののファイアウォールのメモリ内
容が一時的に破壊されており、それにより IPv6の
TCP・UDPのみの通信が不可能になるとのことで
あった。ベンダが作成したメモリ保護のパッチを適
用し、再起動を行い復旧した。

3.3　権威 DNS サーバ
このようにして IPv6の到達性を確保したが、名
前から IPv6アドレスを解決できなければその到達
性は他の組織にはわからない。KEKでの既存の権
威 DNSサーバの設置してあるネットワークは当然
IPv6の到達性はない。従って IPv6のみのネットワー
クから KEKのホストの名前解決は出来ない。既存
の権威サーバを DMZv6に移設するよりは、IPv6の
到達性を確保した権威サーバを DMZv6上に新設
する方が遙かに作業量が少ないため、既存の権威
DNSサーバよりゾーン転送を受ける権威サーバを
DMZv6上に設置した。これにより、IPv6のみの接
続性しかないネットワークからでも KEKの IPv6機
器のアドレス解決が出来るようになった。

3.4　キャッシュ DNS サーバ
DMZv6のホストが名前解決できるようにキャッ
シュ DNSサーバも構築した。DNSのキャッシュ汚
染に強いことや QPSがよいため Unboundとした。
また、bindよりも堅牢でパッチ当て等の運用負荷が
下がることも利点である。

3.5　現状
3.2節の最後で述べたパッチ適用により現在まで
安定稼働している。
図 3にグリッド認証局の IPv6到達性および IPv6で
の名前解決のチェックサイト (http://www.particle.cz/

farm/admin/IPv6EuGridPMACrlChecker/)の結果を示す。

図 3：	グリッド認証局の IPv6対応状況チェックサイト

図 4：	ファイアウォールでの IPv6 Denyログの件数
（2013年 1月～ 2013年 7月）

IPv6 EUGridPMACrlChecker
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CN=AddTrust External CA Root, OU=AddTrust External TTP Network, O=AddTrust AB, C=SE
http://crl.usertrust.com/AddTrustExternalCARoot.crl

~
E=ca@mail.iucc.ac.il, CN=IUCC, O=IUCC, C=IL
http://certificate.iucc.ac.il/ca/cacrl.pem

CN=KEK GRID Certificate Authority, OU=CRC, O=KEK, C=JP
http;//gridca.kek.jp/repository/617ff41b.r0
CN=KISTI Grid Certificate Authority, O=GRID, O=KISTI, C=KR
http://ca.gridcenter.or.kr/CRL/722e5071.crl
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図に示したとおり KEK GRID Certificate Authority
の項目が IPv6到達性および名前解決のどちらも問
題ないことが確認できる。
図 4に IPv6について、ファイアウォールでの

Denyログの件数を示す。横軸が宛先ポートで縦軸
がその件数となっている。IPv4との宛先ポートの
比較では、同様なポートでスキャンや攻撃が行われ
ているといえる。IPv4との件数の比較では、期間が
2013年 1月～ 2013年 7月までの 6ヶ月間と長期に
わたっての集計結果であるものの IPv4よりも著しく
件数が少ないといえる。これは、現在でも IPv6を整
備しているところが少数であるためと考えられる。
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3.6　今後
今後としては、機構ファイアウォールへの統合を
予定している。現在の構成ではファイアウォールが
途中経路に複数設置されているため、複数の地点で
のオペレーションが必要であり見通しが非常に悪
い。機構ネットワークシステムの全面更新後、現在
は機構ファイアウォールで IPv6機能が有効化した
状態で運用されているので、原理的には統合も可能
である。ただし、現在の機構ファイアウォール製品
は DMZv6で評価してきた 2つのベンダとは異なる
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図 5：	今後の構成

図 6：	分離した構成
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ため、まずは同一ベンダ・同一 OSの小型ファイア
ウォール装置を使用して IPv6特有の問題が存在し
ていないかどうかを確認している状況である。
図 5に今後の構成を示す。

4．おわりに

今回 IPv6対応の DMZを構築してみて、外部よ
り IPv6で確認するすべがほぼ無いと感じた。今回
は国立情報学研究所から新たに一時的に IPv6アド
レスを割り当ててもらい確認を行った。

DMZv6では IPv4と IPv6のどちらでも通信可能
であるが、今しばらくは IPv4優先で通信していた
方がよいと思われる。IPv4ではDNSに逆引きレコー
ドを設定することが一般的であるものの、IPv6で
はアドレスが長いこともあり設定されていないこと
が多々あるためである。
今回は一つのファイアウォールでまとめてから

DMZv6へという構成で始めたものの図 6に示すよ
うな IPv4ファイアウォールと IPv6ファイアウォー
ルを分けた方がよかったのではないかと考えられ
る。今回起こった障害では IPv6の障害が IPv4に波
及しなかったため問題が大きくならなかったもの
の、IPv6の障害が IPv4に波及することも十分に考
えられるため分けて始めた方が、DMZv6で必須と
されている IPv4の停止という自体には繋がらない
ためである。
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J-PARC での業務報告

Abstract
平成 25年度技術交流会において発表した内容について報告する。交流会では 3つのトピックスを挙げ、

それぞれの実施方法と測定結果について解説した。PHITSによる放射能計算から金標的中に生成する放射
線核種の量を評価することができた。また、イオン交換樹脂を利用して放射性核種除去が効率的に行える
ことを確認した。さらに、J-PARC加速器内（複数個所）のコンクリート試料測定によって、コンクリー
トの深さに対する放射能分布を示し、その結果から照射粒子の種類による放射能分布の違いを考察した。

1．はじめに

　2012年に KEKに入所しました北川潤一と申しま
す。大学時代は筑波大学と東京大学の加速器質量分
析器 (AMS) を用いた研究を行っていました。KEK
入所後の配属先は、J-PARCセンターの放射線安全
セクションです。簡単にいえば、学生ではユーザー
として関わってきた加速器に、社会人からは管理す
る側に回ったということになります。研究で関わっ
てきた加速器と J-PARCではスケールが大きく異な
り、また研究と管理では必要となる知識やスキルが
違うため、戸惑う場面も多くありました。本稿では、
そのような経験を通じて学んだことを報告します。

2．業務内容

J-PARCは、世界最高のビーム強度を実現し、生
成した二次粒子ビームの利用により最先端の研究を
行う加速器・実験施設群である。放射線防護の観点
からの J-PARCの特色は、高いビーム出力 (最大 1 
MW)とビームエネルギー (最大 50 GeV)、そして全
長約 3.2 kmとなる加速器施設の規模である [1]。こ
のような特色のため、J-PARCでは放射線管理上の
通常業務だけでなく、基礎実験などによる対応が必
要になる場合がある。技術交流会では、自分の関わっ
た業務として 3つのトピックスを挙げ、発表を行っ
た。以下、それぞれの内容について解説する。

2.1　PHITS による放射能計算
PHITSとは、放射線の挙動を核反応モデルや核

データを用いて模擬するモンテカルロ計算コードで
ある [2]。この PHITSを使用して、金標的に陽子ビー

ムを当てた時に生成される放射能量の計算を行った。
計算に使用した標的の形状は、ビームに当たる

面が 6.0 ×	6.0 mmで奥行きが 66 mmの四角柱であ
り、材質は金である。この標的は奥行き方向に 0.2 
mmのスリットで 6個に分割されている。標的の下
部には銅の台座がある。この標的に直径 1.0 mmの
30 GeV陽子ビームが当たったと仮定し、最も温度
が高くなる部分の放射能量を算出した。計算に用い
た標的の形状と、得られたフラックスの分布を図 1
に示す。
照射直後における質量数ごとのプロトンあたり

の生成量のグラフを図 2に示す。

図 1：	標的の形状とフラックスの分布

図 2：	質量数ごとの核種生成量の計算結果
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これらの計算結果より、金標的中に生成する放
射性核種の量を評価することができた。

2.2　イオン交換樹脂設置のための基礎実験
加速器・実験施設中のタンクに溜まった廃水を

流すには、法令で定められている放射能濃度限度の
値を順守する必要がある。イオン交換樹脂による水
の浄化は、廃水中の放射性物質除去に有用な方法と
して考えられる。KEKにおいても、電磁ホーン中
の冷却水をイオン交換樹脂に通水させることによ
り、K2K実験によって発生した放射性核種のうち
幾つかは効率的に除去できることが報告されている
[3]。しかしながら、イオン交換樹脂の本来の役割
はイオン化した核種を吸着することにあり、放射性
核種を選択的に除去することではない。イオン交換
樹脂によって除去できるのはイオン化した放射性核
種のみであり、水中の核種の化学状態により除去で
きるものとそうでないものが存在する。したがって、
J-PARCの廃水や冷却水において発生する可能性の
ある核種に対しても、イオン交換樹脂の利用が有効
であるかを確認するための実験が必要となった。
実験には和光純薬工業製 Dowex 50W×	8（H型 , 

100-200 mesh）の陽イオン交換樹脂とDowex 1 ×	8 （Cl
型 , 100-200 mesh）の陰イオン交換樹脂を使用した。
樹脂を超純水で洗浄しながらガラス製クロマトグ
ラフ管に充填し、樹脂容量が約 17 mlとなるよう
にした。樹脂を通す試料には、主な核種として 125I, 

183Re, 185Os が含まれた水を使用した。試料をカラム
に充填して流速約 3 ml/ minで流し、U-8容器に約
90 g回収した。
測定には γ線を検出する Ge半導体検出器を用い

た。測定結果を表 1にまとめる。

表 1：	イオン交換樹脂通水による放射性核種除去実験の結果

樹脂通水前濃度 樹脂通水後濃度 　樹脂通水後　
[Bq/ml] [Bq/ml] の除去率

125I (1.3 ± 0.1) × 10−1 < 1.2 × 10−3 > 99 %
183Re (2.9 ± 0.2) × 10−2 < 2.3 × 10−3 > 92 %
185Os (5.9 ± 0.2) × 10−2 < 2.0 × 10−3 > 96 %

　この測定結果より、125I,	183Re,	185Os はイオン交
換樹脂によって効率的に取り除くことができること
がわかった。この結果を受けて、排水系にイオン交
換樹脂が設置されることとなった（図 3）。

図 3：	貯留槽に設置されたイオン交換樹脂

2.3　コンクリート試料の測定
J-PARCでは加速器トンネル内のコンクリートや、

加速器周辺の土壌・地下水などの環境試料の放射能
測定を行っている [4]。図 4に、J-PARCの全体図と
試料採取点を示した地図を示す。Cはコンクリート
試料設置点、Sは土壌試料の設置点である。
環境試料のほとんどは検出下限値以下であるか、

福島事故由来など J-PARC外からの影響が大きい。
加速器施設内のコンクリートは、線量の高いと予想
されるビームダンプや入射点ビームの分岐点などで
は有意な値が検出された。
コンクリート試料は加速器トンネル内の壁に約

6-7 cm Φ	×	70-100 cm のボーリングをすることで採
取した。得られたコンクリートを砕いて 5～ 14個
のU8容器に入れ、それらを一本のステンレス製ケー
ス内に封入した。ボーリングした壁の穴にコンク
リート試料を設置し、定期的に放射能の状況をモニ
タリングできるようにした ｡測定には、Ge半導体
検出器による γ線測定を行った。
有意な放射化が確認されたのは、設置したコン

クリート 12試料のうち C1, C2, C3, C5, C9, C11, C12 
の 7 試料であった。生成が確認された核種は 7Be, 
22Na, 46Sc, 48V, 51Cr, 54Mn, 59Fe, 60Co, 134Cs, 152Euであっ
た。特に放射能濃度が高いのがニュートリノビーム
ダンプ (C11)とMR入射点付近 (C5)、RCS周辺 (C1)
であった。このような地点の周囲では、加速された
粒子がコリメーターやビームダンプと衝突するため
に高い放射能濃度が検出されたものと考えられる。
図 5に、C11, C12コンクリート試料の放射能を

壁表面からの深さの関数としてプロットした図を示
す。C11, C12はニュートリノビームダンプ付近に設
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置されたコンクリート試料であり、C11は試料の中
でも最も高い放射能濃度が検出されたものである。
C11のようにコンクリート深さに対して放射能が急
に減衰するのは、中性子照射によって得られる傾向
と同じである。一方、C12に関しては深さに対して
放射能の減衰がほとんど見られない。このような傾
向の違いの原因として考えられるのが、ミュオンに
よる放射化である。ニュートリノ実験施設では、岐
阜県飛騨市 (旧神岡村 )にあるスーパーカミオカン
デで検出するニュートリノを生成するため、π中間

子を発生させる。π中間子が崩壊することにより、
ニュートリノとともにミュオンが生成される。高エ
ネルギーのミュオンは中性子よりも長い飛程を持つ
[5]ため、ミュオンによって放射化される C12では
中性子によって放射化する他地点のコンクリートの
放射化とはかなり異なった傾向を示したものと考え
られる。
コンクリートと環境試料の測定は、今後も根気

強く続けその変化を調査していく。

図 4：	J-PARCの全体図と試料採取地点

図 5：	C11, C12試料中放射能の深度分布
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3．今後の抱負

今後の抱負としては、技術職員としての基礎的
な技術の習熟、研究的なテーマの進展、管理業務に
必要な知識を学ぶことの 3つを考えている。
基礎的な技術の習熟としては、Ge半導体検出器

を中心に各種検出器、およびシミュレーション計算
など PCソフト関係に慣れることが挙げられる。測
定器やコンピュータはこれまで「単なる道具」とし
てしか考えていなかったので、今後は「学ぶ対象」
として捉え直していきたい。
研究的なテーマの進展としては、環境試料測定

の継続、フェルミ国立加速器研究所にて行った実験
の解析をする必要がある。
管理上必要となる知識としては、複雑多岐にわ

たる法令や施設の規則を学ぶ必要があると日頃感じ
ている。第一種放射線取扱主任者免状は入所一年目
に取得したが、試験で学ぶ内容は業務上必要な知識
のほんの一部であるし、完全に理解せずに受かって
しまったという感は否めない（高校入試から大学院
入試まで、いつも私はそんな感じである）。放射線
管理棟（図 6）の管理区域責任者としての業務を通
じて、実際の管理を少しずつ学んでいきたい。
放射線管理業務の技術者とは具体的に何をする

人なのか、大学時代は身近な存在でありながらもう
まくイメージできなかったが、課題を挙げてみると
実に幅広い知識の必要な業務である。
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これらの業務は私ひとりではとてもこなせるもので
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セクションの皆様には、本稿の執筆にあたっての助
言はもとより、業務上種々のご指導を頂きました。
ここにお礼申し上げます。

参考文献

[1] H. Nakashima, Y. Nakane, F. Masukawa, N. Matsuda, 
 T. Oguri, H. Nakano, N. Sasamoto, T. Shibata, T. Suzuki, 

T. Miura, M. Numajiri, N. Nakao, H. Hirayama, and 
S. Sasaki, Radiation Safety Design for the J-PARC 
Project. Radiation Protection Dosimetry, 115, 564-
568 (2005).

[2] T. Sato, K. Niita, N. Matsuda, S. Hashimoto,
 Y. Iwamoto, S. Noda, T. Ogawa, H. Iwase, H. Nakashima, 

T. Fukahori, K. Okumura, T. Kai, S. Chiba, T. Furuta, 
and L. Sihver, Particle and Heavy Ion Transport Code 
System PHITS, Version 2.52, J. Nucl. Sci. Technol. 
50:9, 913-923 (2013).

[3] H. Matsumura, N. Kinoshita, A. Toyoda, K. Masumoto, 
K. Bessho, M. Hagiwara, and Y. Yamanoi, Adsorption 
Behavior of Radionuclides on Ion-Exchange Resin 
from Cooling Water for the K2K Target and Magnetic 
Horns, Nuclear Technology, 168, 979-983 (2009).

[4] 北川潤一 , 萩原雅之 , 三浦太一 , 金井敦史 , 関一成 , 
J-PARC加速器トンネル内、及びその周辺におけ
る放射化とその時間変化 , Proceedings of the 14th 
Workshop on Environmental Radioactivity, 386-392 
(2013).

[5] D. E. Groom, N. V. Mokhov, and S. I. Striganov, 
Muon Stopping Power and Range Tables 10 MeV-
100 TeV, Atomic Data and Nuclear Data Tables, 78, 
183-356 (2001).

図 6：	放射線測定棟の外観



– 21 –

放射光源加速器の安全システム

Abstract
放射光科学実験施設（Photon Factory, PF）では、2.5 GeVの電子蓄積リングである PF Storage Ring（PF

リング）と、6.5 GeVの電子蓄積リングである PF Advanced Ring（PF-AR）の 2つの放射光源加速器を運
転している。また、現在、次世代放射光源（Photon Factory ERL Advanced Research laboratory, PEARL）の
ための実証機であるコンパクト ERL（cERL）周回部の建設を 2013年末のビーム運転に向けて行っている。
このような大規模実験施設を安全に運用するために、入念な検討および試験を通して信頼性の高い安全シ
ステムを構築し、機器のアップグレードに対応した安全システムの更新も行った。

1．はじめに

PFでは、2つの放射光源加速器を運転しているが、
これらの加速器は、運転開始以来、大きな事故等を
起こすことなく、順調に稼働を続けている。これは、
放射光源加速器だけでなく、他の加速器にも共通し
て言えることであるが、大きな事故は、人命にも関
わることから、運転開始前には、安全システムの入
念な検討と試験を重ね、信頼性の高いシステムを構
築してきたからこそ成し得たものである。また、加
速器のアップグレードに対応させるための改良や、
システム自身の更新を行い、常に高い信頼性を保っ
てきた。加速器は、運転すると強力な放射線を発生
することから、一般的に、厚いコンクリート等で出
来た放射線防護壁に囲まれている。一方、放射光源
加速器は、偏向電磁石により電子の進行方向を変え
た時や、特殊な配列の磁石を持った装置（挿入光源）
内を電子が通過した時に発生する放射光を、その放
射線防護壁の外（壁外）へ導かなくてはならない。
しかも、様々な利用実験に対応させるために、壁外
までは、放射光を曲げることなく、直線的に効率良
く輸送する必要がある。また、同時に複数の実験を
行うことが出来る様に、一つの放射光源加速器には、
この様なビームラインが複数存在する。この相反す
るものを両立させているのが、基幹チャンネルと呼
ばれる装置群であり、それが放射光源加速器の安全
システムの特徴でもある。

2．放射光源加速器と安全システム

前述の様に、放射光を壁外まで直線的に導く点が、
他の加速器と大きく異なる点である。PFが運転して
いる 2つの加速器について、歴史や基幹チャンネル
に触れながら、簡単に説明する。
2.1　PF リング

PFリングは、1982年に放射光源専用加速器として
運転を開始した。国内で初めての大型放射光源加速器
であったこともあり、様々な検討や試行が行われた。
基幹チャンネルについても、放射線防護壁を電子ビー
ム軌道の接線方向に貫通しながら安全も担保すると
言う部分だけに、より入念な検討が重ねられた。[1]

2.2　PF-AR
PF-ARは、トリスタンMR（現在の KEKB）の入

射蓄積リングとして建設され、1987年よりトリス
タン計画と共生する形で、放射光利用実験を開始し
た。この様な経緯から、加速器の運転は加速器研究
施設が行い、利用実験は利用系が行っていたため、
基幹チャンネルも、利用系の担当となっている。そ
の後、トリスタン計画の終了にともない、X線領域
の放射光源専用の電子蓄積リングとして運転するた
めに、多かった加速器本体の老朽化による冷却水の
漏水や真空リーク等の故障や、真空系の基本性能が
低いために短かったビーム寿命を回復することが検
討された。また、KEKBへのビームの安定供給を確
実なものとするため、2002年にリング性能向上の
ための加速器の大幅な改造（PF-AR高度化改造 [2]）
を行った。この時、制御系も一新され、ビームライ

長橋　進也
高エネルギー加速器研究機構　加速器研究施設

* shinya.nagahashi@kek.jp
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図 1：	横河製 PLC

図 2：	中継 BOX（左）と
CAMAC（ 右 ）。 更
新前は、中継 BOX
下部のケーブルが
CAMACに繋がって
いた。中継 BOX上
部のケーブルは横河
製 PLCに繋がって
おり、中継 BOX内
部で下のケーブルと
接続されている。

図 3：	PFリング状態遷移図

ン増設に伴いビームラインインターロックシステム
にも変更が加えられることから、安全システムの大
幅な見直しと改良を行った。
2.3　Experimental Physics and Industrial Control 
System （EPICS）[3]

近年、EPICS を用いた制御が標準となってきており、
互いの制御情報も EPICS レコードを介して共有して
いる。これにより、安全システムと加速器の状態を
同時に見たり、比較したりすることが可能となる。

3．安全システムの更新

安全システムは、前述の様に、高い信頼性を保つ
ために、改良や更新を行ってきたが、ここでは、筆
者が担当した 3つの更新について紹介する。
3.1　PF リング安全系インターロック情報表示シス
テムの更新 [4]

PF リング安全システムの中枢部は、2005年の PF
リング直線部増強 [5]と同時に OMRON製 PLCへと
更新されたが、情報表示システムは旧来のままであっ
たため、2010年夏の停止期間中に更新を行った。
この情報表示システムは、CAMAC で情報を吸い上

げ、旧来のデータチャンネルと呼ばれる PF 独自の情
報共有システムを介して各機器に情報を渡し、表示を
行ってきた。また、個々の非常停止スイッチの情報や
ビームダンパーの情報は、インターロックの条件には
入っていたものの、制御室で表示させている情報は必
要最小限であった。そこで、EPICS レコードを介して
各機器に全ての情報を渡し、同時に、全インターロッ
ク情報をグラフィカルに表示することを可能にするた
め、CAMACから上位のシステムを、EPICS が搭載さ
れた横河製 PLC（図 1） に置き換えることを行った。
夏の停止期間と言う限られた期間に更新を行うた

め、省力化の様々な工夫を行った。2010 年の夏期運
転停止前に、PLC 単体での入念な動作試験を行った。
運転停止早々には、CAMAC からの置き換えを行い、
デバッグを行った後、2010年 9月の運転から本格的
な運用に入っており、順調に稼働している。
3.1.1　PLC の導入
横河製 PLC（FA-M3シリーズ）を採用した（図 1）。

このシリーズには、EPICS IOC（Input Output Controller）
が動作可能な Linux対応 CPUモジュール（F3RP61）
があり、これだけで EPICS化することが可能となる。
また、中枢のOMRON製 PLCから CAMACへ送られ
ていた情報は、CAMACへ接続されていたケーブルを、

Injection Mode

Storage Mode
Storage Stand-by

Storage On
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③
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Injection Mode

Experimental Mode

Channel Permit
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佐藤佳裕氏が製作した中継BOX（図 2）等を介してそ
のままこの PLCへ繋ぎ、中枢のOMRON製 PLCの変
更が不要となる様、更新作業の省力化を図った。その
他、情報システムへ渡されていなかった信号も、全て、
この横河製 PLCへと繋ぐことによって、全ての情報
を同時に参照することが出来るようになった。
3.1.2　運転状態遷移図の作成

CAMACを廃止すると、同時に運転の状態遷移を
制御していたプログラムも使用できなくなる。また、
2008年に蓄積電流値を一定に保つため、放射光利
用実験中に、失われた分の電子を継ぎ足しながら入
射するモード（Top-upモード）を追加した際、不
自然な動作をすることがあったが、解消できずにい
た。そこで、新たに Top-upモードを含めた運転状
態遷移図を作成（図 3）し、それに合わせて新しい
制御プログラムを作成した。
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図 4：	PFリング安全系インターロック

図 5：	Beam Gate論理図

3.1.3　動作試験
PLC単体での入念な動作試験を行った結果、夏

期停止期間中という限られた時間の中でも、混乱
することなく、スムースに更新することができた。
PLC単体での動作試験には、EPICS標準ツールであ
る EDMを使用して動作試験用の GUIを作成し、横
河製 PLC専用の模擬入力スイッチを使用して、一
点一点確認を行った。
3.1.4　GUI
全インターロック情報をグラフィカルに表示さ

せるため、前項と同様に EDMを使用して、GUI
を作成した（図 4）。PFリング施設図は、EDMを
使用すると作成に時間がかかることから、CAD
（Vectorworks）を使用して作成し、PNG化したもの
を EDMに取り込んで表示させ、その上に EDMの
表示を重ねることで、更新作業の省力化を図った。
3.1.5　更新結果

PFリング安全系インターロック情報表示システ
ムの更新は、CAMACから上位のシステムを更新す
ることにより、短期間で、かつスムースに行うこと
ができた。また、新たに全インターロック情報をグ
ラフィカルに表示させることに成功した。これらの
情報は EPICSレコードを介して、Webの表示や各
機器の制御に使用されている。

3.2　PF-AR 安全システムの見直し

3.2.1　Injection Enable 信号
PF-ARビームラインインターロックシステムか

ら安全系インターロックシステムへ送られてくる重
要な信号の中に、Injection Enableという信号があっ
た。この信号は、ビームシャッター等が全て閉じて
いて入射が安全に行える状態になったときに ONと
なる。言い換えれば、この信号が OFFとなってい
る時に入射が行われると大きな事故に繋がる可能性
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があることを意味している。このインターロックは
入射器のゲート（Beam Gate）を制御することによっ
て行われていた。しかし、このことが原因でトラブ
ルが発生してしまった。

2000年 11月頃、Injection Enable信号がOFFであっ
たのにもかかわらず Beam Gateが Openしてしまう
というトラブルが発生した。このトラブルは Beam 
Gate信号を作り出している Buffer Fanout入力側の
接触不良によるものだった。この Buffer Fanoutは入
力側が Pull Upされており、入力側を Openにする
と（接触不良が起きると）Highが入力されたこと
と同じ動作をしてしまう。入力の接続状態に対して
フェールセーフとはなっていなかったのだ。（図 5）
そもそも、この Beam Gateは計算機から入射を制御
するために設けられたもので、入射 Timingシステ
ムの一部であった。このシステムに安全系の重要な
信号を入れてしまったことが間違いであったのだ
が、最大の要因は安全に対するグループ間の相違で
はないかと想像される。
対策は、PF-AR，KEKBともに運転中というこ

ともあり Buffer Fanoutの入力側にもう一段 Buffer 
Amplifierを追加しその入力側を Pull Downすること
により対処した。
このトラブルは幸いにも KEKB入射モード中に

起きたので重大事故には繋がらなかったのだが、
KEKBの入射に影響を与えてしまった。また、トラ
ブルを起こしたモジュールは KEKBの Timingシス
テムと同じラックに組み込まれており、KEKB運転
中に対処することが困難であった。そこで、PF-AR
と KEKBを切り分ける意味でもそれら全てのモ
ジュールを PF-AR専用のラックに移設し、Beam 
Gateの制御を信頼性の高いものへと変更すること
にした。
3.2.2　純度確認作業中のインターロック
純度の確認作業は 2.5 GeV蓄積時に NE-5Bビー

ムラインを使用して行っていた。2.5 GeVというエ
ネルギー状態は入射のエネルギーと同じであり、こ
の時に入射が行われると入射ビームはリングを周回
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Request
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from PF-AR control system

Beam Gate controller

Buffer funout

Loss connection

Beam Gate
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できてしまう。したがって、この作業中の入射に対
するインターロックは万全なものでなければならな
い。また、全ビームラインに対して Channel Permit
を出すことはリスクを増すだけなので NE-5Bビー
ムラインのみ Channel Permitを出せるようにする必
要がある。
また、この作業中の加速も危険な行為である。加

速によって生じたCODにより蓄積ビームがビーム
ラインに飛び出さないとも限らないからである。
3.2.3　インターロック信号の調査と見直し
まず、安全系インターロックシステム全体を把握

するために現在使われている信号とその経路につい
て調査を開始した。残されている信号がどのような
用途に使用されているのか、その信号の経路がどの
ようになっているのか、そのロジックはどうなって
いるのか等、その調査は広範囲にわたった。しかも、
信号によってはその信号を担当する範囲が複数のグ
ループにわたっていて情報が断片的であったり、資
料が不十分で信号の経路が特定できなかったりと、
調査はとても困難なものであった。しかし、この調
査に長い時間と労力を費やしたからこそ改良後のシ
ステムを明確にすることが出来た。
次にそれらの信号を整理し、より安全で信頼性の

高いシステムとなるように担当する各グループと打
ち合せを重ねシステムを構築していった。その打ち
合せでは、各グループ間の信号に対する認識を同じ
くするために、信号の経路やロジックについて何度
も協議し、名前の統一や責任範囲の明確化も行った。
3.2.4　Enable Injection / Acceleration
元は Injection Enableという信号名であったが、

加速に関するインターロックが追加されたため、こ
の信号名に変わった。変わったのは信号名と加速
条件の追加だけではない。この信号の扱いが Beam 
Gateという運転に使用する信号の条件としてでは
なく、Beam Requestという放射線安全に係わる信号
の条件へと変更されたのだ。この Beam Request信
号は Beam Gate信号と同じく入射器のゲートを制御
しているのだが、放射線安全に係わる信号として定
期的に検査している。
しかし、放射線安全に係わる信号であってもゲー

トの制御だけでは完全に入射を止めたことにはなら
ない。電子銃の高圧まで落として初めて入射が止
まったと言えるのだが、入射とユーザー運転を繰
り返すたびに電子銃の高圧まで落としてしまうの
では、KEKBや PFの入射に影響を及ぼすかもしれ

ない。そこで、リングのエネルギーが 4.0 GeV以下
では、電子銃の高圧まで落とすが、それ以上では、
放射線安全に係わる信号として扱われている Beam 
Requestを落とすだけにした。
この項の最初でも述べたように今回から新たに

加速に関するインターロックが追加された。そこ
で、制御ソフトウェアから送られてくる加減速中を
示す信号と偏向電磁石の電流値の変化から加減速状
態を判断し、Enable Injection / Accelerationが OFFの
時に万が一加速が行われてしまったときには Beam 
Stopperを入れて Beamをダンプさせるようにした。
3.2.5　純度確認作業時のインターロック
入射に対する信号の扱いが変更され、より安全

なものとなった。しかし、2.5 GeV時にビームシャッ
ター等を開ける純度確認作業中の入射に対するイン
ターロックはより安全なものでなければならない。
そこで、この作業中に限り入射器の電子銃の高圧ま
で落とすようなインターロックを組むことにした。
また、万が一この作業中に加速が行われた場合

にはビームシャッターを閉じることにした。
3.2.6　RF Switch の制御
人がリング内に入域するときには Beamが完全

にダンプしていなければならない。しかし、Beam 
Stopperが入っても Beamが完全にダンプしなかっ
たり、Beam Stopperが何らかの原因で入らなかった
りすることも考えられる。そこで、人が入域すると
きには確実に Beamをダンプすることができるよう
に RF Switchを操作して RF空洞のパワーまで落と
すことにした。また、確実に RF Switchが切れたこ
とを確認するために RF Switchのアンサーバック信
号をインターロックに加えることにした。
3.2.7　PLC の導入
インターロックの制御には信頼性が高くプログラ

ミングの容易な PLCを用いることにした。この PLC
は既に PF-ARビームラインインターロックシステム
に使用されているものと同じ OMRON製を選んだ。
また、安全とは直接関係のない部分だが Beam 

Gateの制御も PLCで行うことにした。この部分は
3.2.1項でも述べたように信頼性の高い制御が必要だ
からである。
この PLCは PF-ARビームライン、KEKBの各イ

ンターロックシステムや PF-ARコントロールシステ
ムを中継する役目も果たしている。これにより、責
任範囲が明確化され、ほとんどのインターロック情
報がこの PLC上で確認できるようになった。
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図 6：	PF-AR新インターロックシステム概念図

図 7：	PF-AR旧インターロックシステム概念図

3.2.8　電圧信号に統一
今までは新しいインターロックを導入する度に

信号の形式（接点信号、電圧信号等）を決定していた。
そのため、信号の形式が混在し複雑なものとなって
いた。そこで、今回から安全に関する信号はすべて
+24 Vの電圧を送信し、受信側で接点へと変換する
方式に変更した。これで、ショートや断線が起きた
ときにもフェールセーフな動作をするようになる。
3.2.9　アナログ信号の取り込み
今回から新たにリングの運転状態を取り込みイ

ンターロックの条件に加えた。取り込む情報は偏
向電磁石電源内 DCCTの電流値と、加速器に設置
してある DCCTの電流値である。これらの信号は
DCCTの電流をアイソレーションアンプで切り分
け、同軸ケーブルで PLCまで伝送している。そして、
PLC内部で AD変換し計算した後、接点情報へと変
換しインターロックの条件として使用している。こ
れによって、偏向電磁石の電流値からエネルギー値
を計算して加速器のエネルギー状態（ストレージ、
加減速）を判断し、加速器に設置された DCCTに
より Beam Currentを知ることができる。
3.2.10　PF-AR インターロックシステム
以上のことを統合し、PF-ARインターロックシ

ステムを構築した。この PF-ARインターロックシ
ステムは KEKB制御室の側室に設置してあり、状
態表示には他の制御ソフトウェアと同様に EPICS
を使用している。その情報はネットワークにつな
がっている端末であればどこからでもリアルタイム
に確認することができると同時に、ログも取ってい
る。このソフトウェアは PLCに対して情報の読み
取りしかできないように設定されているため、ネッ
トワークのトラブルによって PLCの制御が妨害さ
れることはない。
また、重大なインターロックが働いたときには

その状態をラッチするようになっている。安全が確
認できたらラックに取り付けてあるリセットキーを
回すことで解除することができる。
ここで、新しい安全系インターロックシステム

（新インターロックシステム，図 6）の概要につい
て説明する。改良前の安全系インターロックシス
テム（旧インターロックシステム，図 7）と比べる
と PF-ARインターロックシステムが中心となって
信号の受け渡しを行っていることがわかる。旧イン
ターロックシステムとの大きな変更点は PF-ARイ
ンターロックシステムの追加だが、Beam Stopperの

LINAC
Safety system

KEKB
Safety system

LINAC
Trigger system

Stopper
Controller

PF-AR
Interlock system

Vacuum
Control system

PF-AR
Control system

EPICSPF-AR East
Laboratory

PF-AR South
Laboratory

PF-AR West
Laboratory

PF-AR Beamline
Interlock system

Safety Singals

Beam Gate control

Safety Singals

Safety 
Singals

Stopper status

Stopper 
status

Stopper status

Stopper control

Stopper 
control

Stopper control
& Operation signals

Operation signals

Interlock statusRing statusRing status

LINAC
Safety system

KEKB
Safety system

LINAC
Trigger system

Stopper
Controller

PF-AR
Timing system

Vacuum
Control system

PF-AR
Control system

PF-AR Beamline
Interlock system

Safety Singals

Channel status

Safety 
Singals

Stopper status

Stopper 
status

Stopper control

Stopper 
control

Operation signals

Stopper 
controlChannel 

status
Interlock signal

Beam Gate control

Beam Gate 
control

扱いについても大きく変更された。放射線安全にか
かわるインターロックにより Beam Stopperを制御
するときは KEKBインターロックシステムより直
接 Stopper Controllerを制御している。それに対して、
加速器の保護や運転のために Beam Stopperを制御
するときは、真空グループのコントローラーを介し
て行っている。実はこのコントローラーにも PLC
が用いられており、信頼性が損なわれることはない。
それから、この制御は旧インターロックシステムで
はパルスで行っていたものを、新インターロックシ
ステムでは電圧で行えるように変更されている。ま
た、3.2.7項でも述べたように Beam Gateの制御も
この PF-ARインターロックシステムが行っている。
3.2.11　PF-AR 電荷制限器の開発と運用

PF-ARにおいて、入射電荷量を監視し、制限す
る装置を開発し、運用している。[6]

3.2.12　放射線安全自主検査、総合動作試験、運転
開始
動作試験は 2002年 12月 17日に行われた。その時

にいくつかのバグが発見されたが、それらは放射線安
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図 8：	cERL運転状態遷移図

全自主検査までに対処することができた。
放射線安全自主検査は 12月 26日～ 12月 28日（12

月27日は総合動作試験）と2003年1月4日に行われた。
この検査（試験）ではまた別の問題が発生してしまっ
た。新インターロックステムには加速器の運転状態が
新しく条件として加えられていたため、検査（試験）
時にはほとんどのハードウェアやソフトウェアが動作
していることが必要であった。また、PF、LINACや
KEKBのインターロックシステムと係わりを持って動
作しているため、それらのグループの協力も必要で
あった。しかし、検査（試験）が PF-ARの運転再開前で、
かつ、PF、LINACやKEKBのシャットダウン中に行
われたため、まだ立ち上がっていないハードウェアや
ソフトウェアが多数存在していたり、PF、LINACや
KEKBへの協力要請が徹底されていなかったりしたた
めに、検査（試験）以外の部分で多くの時間を費やし
てしまった。今後、検査（試験）を行う際にはそれら
の方法について十分検討してから行うようにしなけれ
ばならないことが認識された。
改良前と見かけ上はほとんど同じなのだが、シス

テム全体が新しくなっていることから、しばしばその
動作に惑わされることがあった。しかし、それもすぐ
に解消され、現在は混乱もなく順調に動作している。
また、EPICSの導入によりインターロック情報を簡単
に確認することができ、管理がしやすくなった。
3.2.13　更新結果
安全系インターロックシステムの改造は概ね順

調に進んだ。しかし、期間の不足等によりいくつか
の課題が残ってしまった。
この時点では、Beam Gate信号の出力にトラブ

ルを起こした Buffer Fanoutを使用していた。この
Buffer Fanuotを使用した理由は、Beam Gate信号を
受けている LINAC側のモジュールが KEKBと共通
化されており変更が不可能であったため、そのモ
ジュールとの相性を優先し、また、運転再開時の
混乱を避けることにあった。その Buffer Fanoutは
フェールセーフ対策を施し安全系から切り離したと
はいえ安心はできないことから、後に試験を行い、
定電圧電源に置き換えた。
また、インターロックに使用している信号線の

うちの何本かが KEKBと共有のラックを経由して
いる。安全系インターロックにそれらの信号線を使
用するのは好ましくない。そこで、その後時間をか
けてそれらの配線経路を見直し、少しずつ引き直し
を行った。

今回の改良は運転再開に間に合わせることが優
先されていたために、資料がまだ十分に整っていな
かったが、この資料不足により今後の維持管理に支
障が出るのは明らかであったため、この後、資料整
理を行った。

4．コンパクト ERL (cERL) とその安全システム
の開発

cERLは、蓄積型の加速器とは違い、電子銃で発
生した品質の高い電子をそのまま輸送し、加速して
様々な実験に利用する。その電子は、その後、加速
に使った空洞により減速され、ビームダンプへと捨
てられるため、蓄積型の加速器の様な共鳴現象がほ
とんど起きない。

cERLは放射光源加速器ではないが、安全システム
の開発に携わることが出来たので、簡単に紹介する。
4.1　安全システム
この加速器は、実証機であるため、装置や加速器

全体の性能によりビームパワーや運転形態等、不確
定な部分が多い。そのために、加速器の状態をみな
がら、徐々にビームパワーを上げ、その都度放射線
変更申請を行うことになる。しかし、その度に、安
全システムを変更していたのでは、信頼性を保つと
言う点で大変な努力が必要となる。そこで、安全シ
ステムとしては、放射線変更申請に関わる、人を守
る安全システム（Personal Protection System, PPS）やビー
ムパワーを制限するシステムと、装置を守り運転形
態を制御するシステム（Machine Mode System, MMS）、
に分離することとした。
4.2　PPS
主に、加速器室への入退域や非常停止を制御する。

まず、加速器室への入退域は、KEKBや PF-ARの入
退域システムを参考に、Free, Limit, Keep Outの 3つ
のモードを採用した。（図 8）次に、論理図を作成し
た。（図 9）実際のシステムは、これらのものに従い、
より安全を担保するように構築した。[7] [8]

立ち入り禁止 (keep out)

停止 (Free)

立ち入り制限 (Limit)

非常停止釦押下
扉開 etc...

退避確認キー
扉全閉 etc...

パーソナルキー全返却
扉全閉 etc...

退避確認 (Patrol)



– 27 –

4.3　最大出力制限器
ビームパワーが、放射線申請書の内容を越えな

い様に運転することを保証するため、最大電荷制限
器を導入した。
電流値は、電子銃電源の電流モニター値を使用し

た。これは、ビーム電流を安定して測定するために
は、スタディを重ねていかないといけないため、現
時点で、一番確実なモニターとして電子銃電源の電
流モニター値を選んだ。
エネルギーは、加速空洞の加速電圧（Vc）の和

とした。これは、エネルギーが低いため、ビームの
速さが光速ではないことや、超伝導加速空洞の位相
差により、エネルギーが容易に変えられてしまうた
め、光速の電子が最大限に加速されたことを想定し、
より安全になる様に配慮した。
本来は、ビームパワーで制限するため、電流値

とビームの運動エネルギーの積で行うのだが、電子
銃電源の電流値と入射器超伝導空洞の加速電圧、主
超伝導空洞の加速電圧を別々に監視し、いずれかが
超えた場合には、電子銃電源の高圧を落とす様にし
た。これは、論理を複雑にすることを避けるための
配慮である。

これらの判断は、独立した 1台の PLC上で行い、
PPSやMMSに対しては、最大出力OKの信号をハー
ドワイヤーで送るのみとした。アナログ値等の詳細
な情報は、全て EPICS上に流し、システムの簡易
化に努めた。この PLCには、PPSや MMSと同じ
横河製 PLCを採用した。判断はシーケンス CPUで
行い、EPICSとのやり取りは F3RP61で行うことに
よって機能を分離し、信頼性を高めている。

4.4　放射線変更申請施設検査
発表時には、cERLの周回部が建設中であったが、

その後の、2014年 2月 21日に放射線施設検査を受
け、2月 23日に合格となった。

5．まとめ

放射光源加速器と言っても、建設された時期や
アップグレードされた時期、それらの性能によって、
安全に対する対応は様々である。それらの様々な性
格に合わせた安全システムを検討することによっ
て、安定した運用を続けることが出来ている。
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KEK 高圧ガス施設の安全に対する対応

Abstract
高エネルギー加速器研究機構には高圧ガス保安法の一般高圧ガス保安規則に準じた一般高圧ガス製造

施設が 5か所あり、高圧ガス製造事業所として県の認可を得ている。平成 9年に子圧ガス取締法から高圧
ガス保安法に変わり自主保安的な要素が加わり、事業所として安全に関する自主管理が求められてきてい
る。幸い長年大きな事故（人身事故）は発生していないが、機構内の高圧ガス製造施設は設置後 30年以
上の製造施設も多く、一般職員の高圧ガス設備の認知度も低くなりつつある。そこで、現状の高圧施設に
おける安全管理体制や安全に対する取り組み方について情報を共有し、安全意識を高めることが重要である。

1．高圧ガス保安法の概要

高圧ガス保安法とは「高圧ガスによる災害を防止
するため、高圧ガスの製造、貯蔵、販売、輸入、移
動、消費、廃棄等を規制するとともに、民間事業者
及び高圧ガス保安協会による高圧ガスに関する自主
的な活動を促進し、公共の安全を確保することを目
的とする。」としている。昭和 26年 6月 7日に高圧
ガス取締法として公布されていたが、平成 9年に現
在の高圧ガス保安法と改称され、内容も自主保安管
理性が加えられた。ただし、依然として所管が経済
産業省で、実質地方自治体（県）が許認可権を持っ
ている。従って、高圧ガス＜高圧ガスの定義参照＞
を製造する場合、県の許可や届出が必要となり、県
の指導によって行われている。
現在、高圧ガス保安法には、下記＜ 5種類の保

安規則＞がある。KEKでは一般高圧ガス製造設備
と冷凍設備の許可申請を行って高圧ガスの製造及び
冷凍を行っている。
＜ 5種類の保安規則＞

1)  一般高圧ガス保安規則	➡	5施設
	 （主に液化ヘリウムの製造施設、液化窒素槽）
2)  液化石油ガス保安規則
3)	 コンビナート等保安規則
4)  冷凍保安規則	➡	4施設
	 （主に冷凍設備＋空調設備）
5)  容器保安規則

＜高圧ガスの定義＞
1)  圧縮ガス⇒　常用の温度で圧力が 1 MPa（メ

ガパスカル）以上になるもので、現に 1 MPa
以上のもの。35℃で 1 MPa以上となるもの。
常用の温度で圧力と体積の積が 4 MPa・ℓを
超えるもの。

2)  圧縮アセチレンガス⇒　常用の温度で圧力が
0.2 MPa以上になるもので、現に 0.2 MPa以上
のもの。15℃で 0.2 MPa以上となるもの。

3)  液化ガス⇒　常用の温度で圧力が 0.2 MPa以
上になるもので、現に 0.2 MPa以上のもの。0.2 
MPaとなる場合の温度が35℃以下であるもの。

4) その他の液化ガス⇒　液化シアン化水素、液
化ブロムメチル、液化酸化エチレン

2．KEK の高圧ガス施設及び組織図

図 1に一般高圧ガス保安規則に関係する 5施設、
図 2に冷凍保安規則に関係する 4施設の保安管理組
織図を示す。この表も実は県に危害予防規定という
書面を届け済みで、その内容は、高圧ガス製造施設
の安全な運営に関する製造の方法、保安教育、緊急
時の対応、組織の変更等々が規定されている。従っ
て内容の変更は速やかに届ける義務がある。今回は
主に一般高圧ガスについて報告する。
図 1で保安統括者（機構長）は高圧ガスの資格（免

状）取得の義務はない。しかし、高圧ガスの製造に
かかる保安の最高責任者として保安技術管理者、主
任保安係員及び保安係員の業務を統括管理する。保
安統括者以外は高圧ガスの免状を取得していなけれ
ばならない。従って、有資格者は保安統括者を補佐
し高圧ガスの安全に関する技術管理、保安管理等を

小島　裕二
高エネルギー加速器研究機構　加速器研究施設

* yuuji.kojima@kek.jp
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行っていかなければならない。図 1の設備責任者会
議は保安技術管理者と各施設（5施設）の責任者が
集まり、各施設の現状報告や問題提起を行い、KEK
全体の安全に関する共通認識、情報の共有化を促進
している。また、KEKでは 24時間を 3シフトに分
けて数か月の連続冷却運転を行う場合もあり、協力
会社の業務委託員は長年にわたり設備の運転保守管
理に従事しているので、安全管理にも欠かすことの
できない存在である。そこで、加速器施設冷凍機（正

式名：液化ヘリウム等製造施設－ KEKB）は保安係
員を 24名中 5名、低温工学センターでは 9名中 2
名の業務委託員を登録している。

＜参考＞	一般高圧ガス製造事業所の保安係員に必要な資

格免状		

	 甲種化学、甲種機械、乙種化学、乙種機械、丙

種化学（特別試験科目）

図 1：	一般高圧ガス保安管理組織

図 2：	冷凍設備保安管理組織
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3．保安係員の職務及び安全に対する対応

保安係員は高圧ガス保安法及び危害予防規定では
高圧ガス製造保安責任者と言われ、主に高圧ガス製
造施設の運転保守を行うため、高圧ガス保安法に
従って同責任者免状を取得した者を選任することと
なっている。その保安係員の職務内容を下記に示す。

1)	 高圧ガス施設等の運転、保守、安全の管理、
監督及び記録（日常点検簿、運転日誌、保安

表 2：	その他の安全活動

管理記録、緊急処置
規定等々）　　　　

2)  同施設の製造工程等
の変更、増設、移設、
新設にかかる申請書
等の作成及びその完
成検査の受検（申請
書：機器一覧表、フ
ロー図、強度計算書、
材料証明書、その他）

3)  毎年、高圧ガス保安
検査を県庁立会いの
もと実施する。（審査
内容：機器の肉厚検
査、圧力計、温度計、
安全弁作動検査、気
密検査等々）

4)  当該高圧ガス施設の
関係者に保安教育訓
練を実施する

上記職務に従い平成 24
年度に行った活動を表 1に
示す。6月、11月に行って
いる学園地区ガス部会は、
つくば地区の高圧ガス製造
事業所間の情報交換、安全
教育の参加、見学等を行っ
ている。毎年 8月の一般高
圧ガス保安検査は県の担当
者が主に上記 1)～ 4)の項
目について書類審査及び現
場検査を実施する。この時
に不備な点があった場合に

◎  地震対策：震度 4 以上の地震が発生した時 ➡　担当施設の見回り

◎  停電対策：停電が発生した時 ➡　担当施設の見回り

◎  業務委託（協力会社）の活動 ➡　ヒヤリハット（危険予知活動）
　　平日毎朝（ヒヤリハットの資料

　　とする。）

表 1：	平成 24年度安全活動

は改善報告書を提出し、合格証が発行されるまで高
圧ガスの製造は行えなくなる。近年はそのような指
摘を受けたこともなく、毎年 11月の功労者表彰に
はほぼ毎年 KEKの保安係員も受賞している。さら
に、平成 18年　茨城県商工労働部長賞につづき平
成 22年には茨城県知事賞を受賞し優良高圧ガス製
造事業所として表彰された実績もある。
その他の安全に関する活動としては表 2の様な高
圧ガスだけではない地震（震度 4以上）、停電後の
見回りや、毎日のヒヤリハット活動も行われている。

平成 24 年度 安 全 活 動 内 容

平成24年　 4月

5月

6月 学園地区ガス部会

7月 高圧ガス保安教育

各施設の定期自主検査及び保安検査事前検査

8月 一般高圧ガス保安検査（主要４施設が対象）

9月 安全業務連絡会（協力会社対象の安全教育）

10月 茨城県主催の高圧ガス保安講習会（１～２回/年）

11月 学園地区ガス部会主催　保安講習会

学園地区ガス部会主催　施設見学会

茨城県高圧ガス保安功労者等表彰

12月

平成25年　1月

2月 各施設の定期自主検査

3月 高圧ガス専門部会（年１回以上）

※ 高圧ガス設備責任者会議は毎月１回行われる。

※1 各施設が行う保安教育は別に年１回行われる。

※2 優良高圧ガス製造事業所（H22年 茨城県知事賞受賞）

※1（関係職員・ユーザー・関連会社が対象）

※2
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図 3：	漏えい個所

図 4：	発砲試験

図 5：	浸透探傷検査

図 6：	耐圧気密試験

4．事故例（故障例）

KEKの高圧ガス設備は昭和 49年（1974）に届け
られ、以来高圧ガス関連では大きな事故（人身事故）
も無かったが、近年　設備の老朽化の影響もあり 2
件のヘリウム漏えい事故（故障）が見つかり高圧ガ
スと直接関係のない部分ではあるが、真空断熱機器
の真空劣化や計測器（圧力、温度計）の精度不良も
目立ってきた。これらの故障は毎年の保安検査及び
年 2回の自主検査時に調整、修理、交換を行ってき
た。今回、事故例としてヘリウム配管の漏れ事故を
紹介する。

保守管理記録より
　年月日：平成 21年 8月 24日
　施設名：液化ヘリウム等製造施設－ KEK　
　故障個所：ヘリウム液化機中圧配管
	 　　（常用圧力：1.83MPa）＜図 3＞

　経過：
1．気密検査時に中圧ラインの配管（125A）に漏
えい発見。＜図 4：石鹸水の発砲試験＞

2．漏えい個所を非破壊検査 PT（浸透探傷試験）
にて漏えい個所に割れを確認。＜図 5＞

3．欠陥部の溶接補修を実施し再度非破壊検査及
び耐圧気密試験＜図 6＞を実施し漏えいのな
いことを確認。

4．原因は振動と経年劣化
5．県庁に改善報告書を提出。

　上記が漏えい発見から事後処理の経過で県庁に
報告して製造許可が約 1週間後届き製造を再開し
ている。
　この期間は液化機の運転が約 2週間行えなかった
が、夏の検査期間中であり特に実験計画に影響は無
かった。ただし、今後同様の故障が起こる可能性も
あり、年二回の自主検査時には同様の条件の配管や
機器部分を入念に検査していくこととなった。（そ
の後同様の漏えい故障は発生していない。）
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5．まとめ

　表 3に KEKB関係施設の高圧ガス製造に関する
事故件数を示す。この表中で前述の様な故障は事故
件数に入れていない。その理由として表 3の＜事故
の定義＞では、不活性ガスで気密検査中の少量の漏
れは除外されている。従って、KEKの一般高圧ガ
ス製造事業所は 1974年に、液化ヘリウム製造施設
‐KEKB関係施設は 1986年に製造許可を受けてか
ら現在まで、無事故で優良高圧ガス製造事業所とし
て運営されてきた。この功績は業務委託、協力会社
の皆様の協力が不可欠であり、今後も老朽化（経年
劣化）に注意しながら、この実績を積重ねていきた
いと考えている。
　　　

おねがい

　高圧ガス容器（ボンベ）の使用、購入や圧縮機、
ポンプ、貯槽等が付属した装置を新たに購入する際
には必ずあらかじめ安全衛生室もしくは使用施設の
責任者に相談してください。意外なものが高圧ガス
保安法の規制対象となる場合があります。また、同
一建屋内の高圧ガスの貯蔵量にも制限数量が決めら
れており、不活性ガスの場合でも 300Nm3（ボンベ
42本）を超えると届け出が必要になりますので注
意してください。
　

KEKB 関係施設
人身事故（高圧ガス一般）：０件
高圧ガス製造に関する事故：０件　（近年ヘリウム漏えい故障：2 件）
＜事故の定義＞

1) 高圧ガスの製造中に発生した事故等で、高圧法の法令違反があり、その結果　
　　として、災害が発生した場合にも高圧ガスが存する部分の事故に限らず「高圧　
　　ガスに係る事故等」として取り扱う。
2) 高圧ガス設備等が爆発、火災、噴出、漏えいしたものをいう。
3) 喪失・盗難（高圧ガス又は高圧ガス容器の喪失又は盗難をいう。以下同じ。）
4) 高圧ガスの製造のための施設、貯蔵所、販売のための施設、特定高圧ガスの消費のため

の施設又は高圧ガスを充てんした容器が危険な状態となったとき

ただし、以下のいずれかの場合は除く。（事故として扱わない）
1) 噴出・漏えいしたガスが毒性ガス又は可燃性ガス（液化石油ガス及び天然ガスを除く。）

以外のガスであって、噴出・漏えいの部位が締結部（フランジ式継手、ねじ込み式継手、
フレア式継手又はホース継手）又は開閉部（バルブ又はコック）であり、噴出・漏えい
の程度が微量（石けん水等を塗布した場合、気泡が発生する程度）であって、かつ、人
的被害のない場合

2) 完成検査、保安検査若しくは定期自主検査における耐圧試験時又は気密試験時の少量の
噴出・漏えいであって、かつ、人的被害のない場合。）

表 3：	事故件数及び事故の定義



– 33 –

J-PARC MLF の PPS インタロック機器

Abstract
J-PARCの物質・生命科学実験施設 (Materials and Life Science Experimental Facility、以下 MLF)では、陽

子ビームを水銀ターゲットまたは黒鉛ターゲットに照射させることによって、中性子やミュオンなどの二
次粒子を発生させ様々な物性実験を行っている。
各実験装置を運用する上で、実験を行う職員や外部ユーザーの安全を確保する為には、実験装置にて、

PPS(Personnel Protection System)やMPS(Machine Protection System)を適切に運用することが求められる。
現在、J-PARCのMLFに設置されている中性子ビームラインおよびミュオンエリアにおける実験装置

に対して PPSが構築され、運用中である。

1．MLF 実験施設の概略

図 1に J-PARC各施設の配置を示す。
J-PARCのMLFでは、3 GeV陽子加速器リングか

ら取り出された大強度陽子ビームを用いて、中性子
やミュオンなどのパルス状の二次粒子を生成して

図 1：	J-PARCの各施設の配置

様々な物性・素粒子実験を展開している。
3 GeVシンクロトロンから取り出された陽子ビー

ムは、3NBT陽子輸送ビームラインを経て MLFま
で輸送される。
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図 2：	MLFの施設の概略

図 4：	中性子ビームライン図 3：	ミュオンビームライン

MLFには二種類の二次粒子生成用の標的が設置
されており、陽子ビームはMLFの上流側（3 GeV
陽子加速器側）で、ミュオン生成用の黒鉛標的に照

射され、それを透過した陽子ビームは下流側にて、
中性子生成用の水銀標的に照射される。
図 2にMLFの施設の概略を示す。

各標的から取り出された二次粒子は、それぞれの
実験施設に向けてビームタクトを介して分配、輸送
される。MLFでは最大で中性子ビームラインを 23
本、ミュオンビームラインを 4本設置することが可

Surface Muon

Ultraslow Muon

Decay/Surface Muon

能である。
図 3にミュオンビームラインの配置を、図 4に

中性子ビームラインの配置を示す。

中性子散乱実験施設
Neutron Scattering Facility 1MW 核破砕ターゲットステーション

1MW Spallation Target Station
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ターゲットリモートハンドリング取扱室
Target remote handling room

冷却系
Cooling systems

ミュオン生成ターゲット

Muon Production Target

スクレーパーScraper

実験ホール
Experimental Hall

陽子ビームライン
Proton Beam Line

ミュオン科学実験施設
Muon Science Facility

23の中性子ビームラインを設置
23 neutron beamlines will be Installed in 
experimental halls under present design.

3 GeV, 1MW
陽子ビーム
Proton Beam

建家寸法：
Building dimension
　幅　　： 70m
　 width
　長さ　： 158m
　 Length
　高さ　： 30m
　 Height
　実験ホール高さ：22m
　 Exp. Hall Height



– 35 –

2．インタロックの区分

MLFでは、それぞれの目的に応じて、安全用イ
ンタロックを区分している。以下のその区分を示す。

•	 PPS (Personnel Protection System)
	 MLFの実験者や作業者自身の保護を目的とし
たインタロックシステムであり、主に作業者の
放射線防護を目的とする。放射線発生部への作
業者への入退域を管理し入域中にはビーム照射
を停止させるシステムである。

•　MPS (Machine Protection System)
	 実験装置そのものを保護するためのインタロッ
クシステムである。

	 一例として、電源保護のための過電流検出や過
電圧検出、電磁石の焼損保護のための加熱検出
や冷却水流量検出などがある。本報告では詳し
く述べない。

•　TPS (Target Protection System)
	 中性子発生用の水銀標的を防護するためのイン
タロックシステムである。本報告では詳しく述
べない。

	 なお、ミュオン発生用の黒鉛標的の防護のため
のインタロックはMPS に分類される。

3．PPS について

3.1　基本思想
MLFの実験装置では、二次粒子ビームが各実験

装置に導かれるまでの間、あるいは実験装置内部で
試料に二次粒子が照射され散乱などが起きた時など
に γ線などが発生する。このような γ線や二次粒子
ビーム自身から、作業者を防護する為、大半の実験
装置はビームラインや実験装置本体の周囲を鉄やコ
ンクリート製の遮蔽体で覆っている。一方で実験者
は試料そのものを入れ替えたり試料の周囲環境を変
更したりする為、試料のすぐ近くで作業を行う。
作業者の放射線防護を行う PPSシステムには、

二次粒子ビーム照射中は実験装置があるエリアに入
域できないようにし、実験エリアに入域する際には
二次粒子ビーム照射を停止する機構が必要になる。

各実験装置の PPSには、ビーム照射中の実験エ
リアへの作業者立ち入りを禁止するために、実験エ
リアへの入口部に電気錠施錠が可能な扉が設けら
れ、ビーム照射中はこの扉を施錠し、立ち入り禁止
を実現する。また、各ビームラインの上には可動
式のビームを遮断する構造物 (ビームシャッター、
ビームブロッカー )が設置され、作業者が実験エリ
アに立ち入る際は、この構造物をビームラインの上
に移動して二次粒子ビーム照射がされない仕様と
なっている。

3.2　設置されている機器
各実験装置の PPSとして以下のような機器が設

置される。

•	 電気錠扉
	 前述の通り、実験エリアに入域する為の区域分
け用の扉であり、電気錠制御される。

•	 扉操作器
	 電気錠扉の施錠を操作するための操作器であ
る。

•	 シャッター操作盤、ブロッカー操作盤
	 前述のビームシャッターやビームブロッカーを
操作する為の、操作盤である。

•	 退避確認ボタン (SEARCH BUTTON)
	 作業者の入退域を管理するためのボタンであ
る。実験エリアで作業が終了し作業者が全員退
出する際、作業者の退避を確認する者が、全員
の退出を確認した時に押すボタンであり、こ
のボタンを押す操作を行わない限り、ビーム
シャッターまたはビームブロッカーを開けるこ
とができない。

•	 ハッチ錠 (ハッチがある場合 )
	 入退域扉から持ち込みが不可能な大型機器を実
験エリア内に持ち込む際に、遮蔽体にはハッチ
が設置されている場合がある。このハッチの開
閉管理を行うために使用されるものである。

　
　この他に、各実験装置の独自判断で放射線線量モ
ニタなどを設置する場合もある。
　図 5に PPS機器の一例を挙げる。
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図 5：	PPS機器の例

(a) 非常停止ボタン（Panic ボタン） (b) シャッター ( ブロッカー ) 操作盤 (c) 扉操作器

4．中性子実験装置の PPS	

4.1　中性子実験装置の PPS 機器の基本構成

図 7：	中性子ビームラインと実験装置の PPS機器の関連

 

ハッチ錠
（装置遮蔽屋根上）

非常停止ボタン−2
（装置遮蔽内）

扉操作器−1
（1F部）

シャッター操作盤
（1F部）

非常停止ボタン−1
（装置遮蔽内）

退避確認ボタン−1
（装置遮蔽内）
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（装置遮蔽体屋根上）
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（MLF制御室）
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シャッター
駆動盤
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シャッター
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表示灯

シャッター
操作装置

ハッチ

実験装置PPS盤
（PLCを集約）

実験ホール
電気錠扉

分光器室

退避確認
ボタン

扉開閉
状態信号

扉開閉器

電気ロック

放射線モニタ

図 6：	中性子実験装置の PPS機器配置の一例 (BL8)

図 6に中性子実験装置の PPS
機器配置の一例 (BL08)を、図
7に中性子ビームラインの PPS
機器の接続および関連系統図を
示す。
実験設備に作業者が立ち入ろ

うとする場合、電気錠扉から分
光器室遮蔽体内部に入域する。
これらの扉やハッチを開閉する
際には、シャッター操作盤に設
置されているサブキーをシャッ
ター操作盤から引き抜いて、扉
の解錠、開閉を行うことが基本
となる。
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①シャッター
Open

シャッター
CLOSE
スイッチ

シャッター
閉信号

Remote切替

⑥ローカル制御
メンテナンス

放射線
モニタ OK

Local 切替

シャッター
OPEN
スイッチ

②シャッター
Close

③ハッチ
開可能

サブキー
引抜き

サブキー
返却

通常出入する区域毎の状態遷移

③-1
入室禁止

扉操作器にキー挿入

キーONで扉解錠

入口扉開
キーはON位置でロック

③-2
入室

③-3
退避確認
完了

退避確認ボタン、警報

扉閉時間切れ

扉施錠ボタンで施錠

扉操作器
キーOFF、引抜き

キーロック
解除

キーロック

4.2　PPS 機器の運用
図 8に、実験中に中性子を一旦止め、遮蔽体内部
に入域し、作業終了後、退出して再び中性子を出す
ことを想定した状態変遷図を示す。

最初に、
①「中性子シャッターが開いており試料に中性子が
照射」

 この状態を想定する。シャッターを閉めると、
②「中性子シャッターが全閉状態であり中性子が
停止」

 の状態に移行する。この後中性子シャッター操作
盤に収容されている扉操作器キー (サブキー )を
抜く。キーを抜いたことで次の状態に移行する。
③「電気錠扉およびハッチ開可能」

状態③は、以下の3つの条件（図8右）に沿って推移する。
③ -1　入室禁止
　シャッター操作盤から抜いた扉操作キーを使用し
て扉操作器で電気錠扉を開ける。
③ -2　入室
　高放射線領域に入室して、作業を行う。
　作業が終了したら、退避確認ボタンを押す。
　一定時間内（退避確認ボタンのブザーが鳴動して
いる間）に電気錠を閉める。
　扉操作器で電気錠扉を施錠し、扉操作キーを扉操
作器から引き抜く。
③ -3　退避確認完了
	 扉操作キーをシャッター制御盤に戻すことで、状
態②に戻る。
	 シャッター操作盤で中性子シャッターを開け、状
態①に戻る。

図 8：	遮蔽体内部に入域する場合の状態変遷図

4.3　ハッチ錠
高放射線場に何らかの大きな器材を持ち込んだり
する場合に備えて、遮蔽体にはハッチ錠が設置されて
いる場合が多い。このハッチも中性子シャッターに同
期した施錠管理は必要であるが、ハッチは遮蔽体の一
部が可動部になっている場合が多く、基本的に遮蔽体
と同じ素材、同じ質量を持っていることになる。
一般の扉用電気錠は、ハッチのような重量物を扱
うのに適していないので、ハッチ錠としてシリンダ
ー式の機械的な錠を使用する。
図 9に、ハッチ錠の例を示す。

図 9：	ハッチ錠の例
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5．ミュオンビームラインの PPS	

ミュオン実験装置にミュオンビームを
導く場合、陽子ビームラインと同様に真空
ダクトの周囲に適切な電磁石を配置する機
器構成が必要となる。

5.1　ミュオン実験施設の PPS
ミュオン実験装置にも、中性子と同様に
二次粒子を止める働きをする可動シャッ
ターがある。ミュオン実験施設では、これ
をビームブロッカーまたはミュオンブロッ
カーと呼んでいる。図 10にミュオン実験
装置のうち、Dライン (Decay Muon Line)
のミュオンブロッカーの配置を示す。
ミュオン Dラインには実験エリアが 2

つある。図中の横に伸びているのが D1エ
リア、縦に伸びているのが D2エリアであ
る。上流部のミュオン輸送ラインは遮蔽体
で覆われているが、実験エリアの直前で遮
蔽体は終端しており、実験エリアそのもの
はフェンスで囲われている構造である。
区画フェンスの出入口の扉は中性子実験

施設と同様に電気錠が設置され、扉操作器
による電気錠の施錠管理、退避確認ボタン、
非常停止ボタンなどといった PPS機器は

図 10：	ミュオン実験装置ミュオンブロッカーや各機器の配置
( 図中の赤破線枠内がミュオンブロッカー）
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中性子と同じものが存在する。
ブロッカーの開閉も中性子シャッター操作盤とほ
ぼ同仕様のミュオンブロッカー操作盤が設置されてお
り、この操作盤によってブロッカーは制御される。
ただし、中性子ビームライン実験装置との相違と
して、実験エリアに対してビームを輸送するために
は電磁石によってビームを導く必要がある。D1, D2
各実験エリアにミュオンビームを遮断する方法は
ミュオンブロッカーを閉める方法の他に、電磁石電
源を停止することによって可能となる。Dラインの
場合、セプタム電源と呼ばれる、ミュオンビーム
ラインが二叉に分かれるところの電磁石 (図 10の
DS01)の電源に対して電磁石励磁禁止にする信号を
送信することによって、安全確保を行う。
実際に各実験エリアに対して入域管理を行う場合
•	 D1エリアに入域：D1ブロッカー (図 10の

BK6)を閉める、および DS01の D1出力を禁止
•	 D2エリアに入域：D2ブロッカー (図 10の

BK5)を閉める、および DS01の D2出力を禁止

このような形で安全確保を行っている。

6．MLF 実験施設の PPS および MPS/TPS の
統括管理

MLF施設 3階にはMLF機器の全体統括管理を行
うローカル制御室がある。この制御室で管理を行う
インタロック系は以下のようなものがある。
•	 PPS
	 ビームシャッター、ミュオンブロッカー、入隊
域扉開閉状態、Panicボタン、放射線モニタなど

• MPS
	 ミュオン標的 など
• TPS
	 中性子標的制御系など
これらの機器の状態はMLF実験施設のローカル

制御室にて統括管理され、インタロックの異常は
J-PARCの中央制御室へ伝送される。
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7．PPS 機器について

PPSの基本的な考え方として、
		①	入域用のドアに電気錠を設置し、ビーム照射中
は施錠する。

		②	入域時はビームライン上にビームを遮断する構
造物 (中性子シャッター、ミュオンブロッカー )
を挿入して、ビームを遮蔽する。

　このシステムは、元々 KEKにおいて構築され、
J-PARCに受け継がれたものである。作業者の防護
という観点から、このようなロジックは普遍的なも
のと言える。

参考文献

[1] T. Kai, et al., “Users’ beam interlock system at the 
Materials and Life Science Experimental Facility of 
J-PARC”, Nucl. Instr. Meth. A 600 (2009) 176.

[2] W. Higemoto et al., “J-PARC Muon Control System”, 
Nucl. Instr. Meth. A 600 (2009) 179-181.

[3]  K. Sakai et al., “Design, Construction and Operation 
of General Control System of Materials and Life 
Science Experimental Facility (MLF-GCS) in 
J-PARC”, JAEA-Tech 2009-042 (2009).

[4]  K. Sakai et al., “Development status of the General 
Control System of the Materials and Life Science 
Experimental Facility (MLF) of J-PARC”, Physica 
B 385-386 (2006) 1324-1326.

[5]  K. Sakai et al., “Construction status of the General 
Control System of the Materials and Life Science 
Experimental Facility (MLF) of J-PARC”, Nucl. 
Instr. Meth. A 600 (2009) 75-77.



– 40 –

KEK における放射線測定と管理

1．はじめに

東電福島原発事故以来、放射線に対する関心が
高まるなか、あらためて KEKにおける放射線の測
定及び安全管理について述べる。
内容は大きく分けて、

1) 被ばく管理
2) 放射線線量率（中性子線、X／ γ線）、放射性
　物質（排気、排水等）の測定
3) 放射化した物品の管理・測定
等に分けられるが、ここでは特に放射線連続監視シ
ステム (NORM:Network Of Radiation Monitors)を中
心に述べる。又放射線以外の関連する測定について
も簡単に説明する。

2．測定する放射線の種類

高エネルギー加速器では、加速された粒子と加
速器構成物質との相互作用により、様々な放射性物
質が生成される。これらの殆どは加速器の遮蔽体等
に阻まれるが、一部の X線／ γ線及び中性子線が
加速器外に出てくる。また加速器内の空気や加速器
電磁石用冷却水には β線や γ線を出す放射性物質が
含まれるため、それぞれ排気設備・排水設備を通し
て測定後外部に放出される。
一方、非放射性同位元素を扱う施設では許可され

た放射性同位元素の種類により、上記の他に α線
も対象となる。
また定期的な放射線測定は法令に基づくものが殆

どであるが、管理区域内の実験室など常時人がいる場
所では、加速器の運転状況に合わせて行う事も多い。

3．管理の内容

3.1　被ばく管理
管理区域内で作業する場合、個人被ばく線量計

を着用する事が義務づけられている。KEKでは着
用する線量計として以下の 3種類を使用している。

a) 光刺激ルミネセンス線量計（OSLD :Optically 
  Stimulated Luminescence Dosemeter:）
※	KEKで使用しているクイクセルバッジは商品名
b)  熱ルミネッセンス線量計
	（TLD：Thermo  Luminescence Dosimeter）
c) アラーム線量計
OSLD及び TLDは X／ γ／ β線用であるが、測

定素子の追加等により中性子線の測定が可能とな
る。アラーム線量計は γ線用である。
管理区域によって着用する線量計の種類が異な

り、OSLD又は TLDのみ、OSLDと TLD両方併用
のほか、作業場所により中性子線が可能な線量計を
着用している。さらに線量率の高い管理区域ではア
ラーム線量計も着用する。また TLDの被ばく線量
は KEK内で測定している。なお法令で定められた
被ばく記録に関しては永久保存となっている。

3.2　放射線線量率等の測定
管理区域内外の空間線量率や放射能濃度に対す

る測定を以下に述べる。
3.2.1　放射線連続監視システム (NORM) による線
量率測定

NORMでは加速器から遮蔽体を通り抜けてくる γ

線と中性子線、排気・排水中に含まれる放射化物か
らの β／ γ線を測定している。一般的な放射線モニ
ターを図 1に示す。

NORMでは放射線検出器として以下を用いている。
•	中性子用：BF3、3He
•	 X線／ γ線用：GM管、NaIシンチレーター、電離箱

図 1：	放射線モニター（右：中性子線用、左：γ線用）

穂積　憲一
高エネルギー加速器研究機構　共通基盤研究施設　放射線科学センター  

* ken-ichi.hozumi@kek.jp
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　中性子用検出器用として当初は BF3検出器を使用
していたが、現在は入手不可のため、3He検出器を
使用することが多い。しかし最近は 3He検出器も入
手が難しくなっている。

X線／ γ線用の GM管は動作原理が放電に近く、
このため一度検知すると、およそ 200msecの不感時
間ができる。この間に再び放射線の入射があっても
検知できない。例えば図 2の様な場合、本来は多数
の放射線（図例では 17個）が来ているにもかかわ
らず、計数するのは僅か 2個となってしまう。この
理由から加速器におけるパルス状の放射線発生や高
計数率の場所では数え落としに注意する必要があ
る。

図 2：	GM管の動作

加速器
からの
放射線

GM管
の計数

不感時間
t

t

NORMでは管理区域毎を基本に STATIONを設置
しており、その区域内に設置されている放射線モニ
ターは該当する STATIONに接続される。
但し同じ区域であっても、該当区域に実験室が

複数あった場合などは、それぞれに STATIONを設
置している。現在 STATIONは 10カ所に設置され
ている。
ここで放射線モニターの名称について述べておく。

放射線モニターの名称は、設置場所や役割、測定対
象別に名称を色分けで割り振る事で区別している。
　名称の分け方

GRN・・・	 機構の敷地境界
YEL・・・	 管理区域境界
ORG・・・	 管理区域内で常時人の立入る場所
　　　　	 （実験室等）
RED・・・	 運転中立入禁止の場所
　　　　　	（発生装置室内等）
WHT・・・	実験室等（移動型）
BLU・・・	 排気
VLT・・・	 排水

　　最初の数字・・STATION番号
例：YEL101→ STATION.1に接続された管理区域
　境界にある放射線モニター。

　また YEL系の放射線モニターは殆どが当該施設
のインターロックに組み込まれている。

STATIONは、データを収集する CAMAC規格と
インターロックモジュール及びデータを処理するコ
ンピュータで構成されている。各放射線モニター
は信号をデジタル化して STATIONへ送出すると共
に、その場での放射線計数値又は線量率を表示す
る。設置された場所によってはあらかじめ設定され
た値を超えた時に、音と回転灯によってそれを周囲
に知らせる役割を持つ。モニターからの出力は常時
100mAの電流で送出される。これにより一定時間
電流が流れない場合、モニターに何らかのトラブル
が発生した事が判明する。
この信号は 50Ω負荷で受ける事で TTL負論理

データになり、CAMACで収集される測定データは
10秒ごとにまとめられ ､データ変換・保存・表示・
を行う。まとめられたデータは CENTERへ送出す
ると共に、求められれば他の STATIONにデータを
送ることで各 STATION間で相互にデータ参照が出
来る（図 3）。

図 3：	各 STATIONの構成図

放 射 線
モニター

STATION

デ ー タ
収 集
システム

インター
ロックモ
ジュール

CENTERへ

レベル表示（%）
インターロック出力（接点出力）

レベルRS-232出力（%）

放射線モニターの信号出力
・ 100mA電流出力
　→50Ω負荷でTTLレベル
・ 負論理、パルス幅
　1~2μsec

インターロックモジュールはモニターからの信
号を予め設定された値と比較し、それを越えた時、
当該施設へインターロック信号を出力する。一方設
定値に対してどのくらいの値かを %で表示すると
同時に当該施設にも送出している。
正時 (00分 )から次の正時まで１時間単位の積算

値が設定値を超えた時点でインターロックを出力す
る。一旦発生した場合、発生時点から次の正時ま
で解除されない。インターロックモジュール及び
STATIONを図４に示す。
尚つくばキャンパスにおける管理区域境界での

インターロックレベルは、環境の放射線 B.Gを除
いた中性子線と γ線の合算値で 0.2 mSv/hに設定さ
れている。
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CENTERは放射線管理棟内に設置され、機構内
の 200台を越える放射線モニター全てのデータを全
STATIONから収集・管理・表示している。またこ
こには KEK敷地境界に設置された放射線モニター
を担当する STATIONが設置されている。この中の
数台のモニターは KEKのWeb上で線量率の状況を
見る事ができ、特にこの中の 1台は東電福島原発直
後の放射線線量率を全国に提示した。東電福島原発
事故直後における線量率変化の例を図 5に示す。

図 4：	インターロックモジュールと STATION

図 5：	東電福島原発事故直後の KEKにおける放射線線量率
の変化（2011年 3月 14日～ 3 月 19日）

・  表示（%表示、10秒更新）
・  インターロック出力（接点出力）
・  インターロック%出力（RS-232）

インターロック発生モジュール
STATION

3.2.2　NORM 以外の線量率測定
　NORMでは放射線モニターは固定設置が殆どで
あり、また台数も限定されている。このため必要に
応じ人による測定も行っている。
　加速器運転中の実験室や施設周辺等における測定
ではＸ線／ γ線用に電離箱、NaIや GM管のサーベ
イメーター、中性子用に 3Heサーベイメーターを使
う。前述した様に機器の特性を考慮してサーベイ
メーターを選ぶ。
　停止した加速器の残留放射能の測定では、線量
率の強さに応じて NaI、GM、電離箱を使い分ける。

中性子線用は使用しない。
　測定器の種類によっては放射線を検知したときに
音を出す機能があり、ホットスポットなどを探すの
に有用である。

3.2.3　排気・排水の測定
加速器や非密封放射性同位元素使用施設から排

出される排気・排水は設備を通して機構外に放出さ
れるため、非常に重要である。
加速器等からの空気は排気設備内に装着されて

いるフィルターを通してから放射線モニターで連続
測定後大気へ放出される。
加速器の冷却水交換や管理区域内の手洗い水，掃

除水等で放出される排水は，一旦排水設備の貯留槽
に集められる。そこで放流前に Ge検出器による γ

線スペクトル測定を行い、天然核種以外の核種の有
無を調べる。また液体シンチレーションカウンター
による低エネルギー β線測定（3H、14Cなど）の測
定も行う。
　ここで排水の放出限度について述べる。
機構外に排水を排出する場合、核種毎の放出限度が
ある。単独核種の場合、その核種の放出限度を守る
だけで良いが、複数の核種が含まれる場合は各核種
の放出限度に対する比の和が 1以下となる様にする。
例えば、
　・A核種の放出基準：1.0 Bq/cm3

　・B核種の放出基準：0.5 Bq/cm3

　ここで A核種 :0.5 Bq/cm3、B核種 :0.3 Bq/cm3の時
　その比は、
　　0.5/1.0 + 0.3/0.5 = 0.5 + 0.6 = 1.1
となって 1を越えるのでこのままでは放出不可

になり、水を加えて稀釈するか、半減期が短い核種
の場合は減衰するのを待って放流する。
ここで重要なの事は、機構の放流基準（濃度限度）

が法令の 20分の 1であり、かなり厳しい値となっ
ていることに注意したい。
なお排水測定とは別に環境への影響を調べるた

め、機構内の井戸から地下水を採取して 3H濃度の
測定を行っている。

3.3　汚染測定
　管理区域の中でも放射性物質による汚染が考え
られる場合、汚染管理区域として設定し管理する。
KEKでは旧陽子加速器 (PS)関係、非密封放射性同
位元素使用施設（PF光源棟 BL27など）が該当する。
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この様な施設では、入域時には専用の作業服や靴
の着用など汚染を避ける事が必要となる。退出時に
は人体や衣服等に付着した放射性物質を測定するた
め、人体にはゲートモニター又はハンドフットクロ
スモニター (HFCM)を、それ以外では物品モニター
を使用して測定を行う。また加速器構成機器、例え
ば加速器遮蔽体壁面や床などの定期的な汚染検査や
大型の電磁石等の測定ではスミア法と呼ばれる拭き
取り検査を行う。これは通常スプーン型をしたろ紙
を用いておよそ 100 cm2拭き取りを行い、ろ紙に付
着した放射能を測る。測定放射線は β線と X線／
γ線で検出器としては GM管及びプラスチックシン
チレーターが使われている。

3.4　放射化した物品の管理

3.4.1　放射化物の保管
　加速器で使用している電磁石や電源ケーブル、冷
却水配管、壁や床などの構造物は加速エネルギーや
加速粒子の違いにもよるが加速器からの放射線に
よって放射化する。
法令が改正され、放射化した物品は加速器構成機器

から外れた時に放射化物として管理する必要がある。
放射化物は以後使用しないのであれば放射性廃

棄物として処理するが、今後も使用する可能性があ
る場合、放射化物保管施設に保管する必要がある。
保管する場合、物品ごとに放射線測定を行い、番号
を付けて台帳管理する。その後再度加速器に組み込
んで使用する場合は、台帳から外れる。

3.4.2　放射化物の加工
　放射化した物品の中でも例えば電磁石などを加工
して再利用したい場合がある。加工を行う場合、放
射化物加工棟のような専用の場所にて行う。加工作
業時は内部被ばくを避けるため、マスクの着用と換
気を行う。また汚染防止のため専用の作業服、靴、
手袋なども着用する。加工作業の内容によっては作
業終了後使用したマスクを Ge検出器による γ線ス
ペクトル測定を行って、内部被ばく線量を測定する
ことがある。

3.4.3　放射化物の輸送
放射化物を KEKとは別の場所で再利用する事が

ある。特に J-PARCには、多くのコンクリート遮蔽体、
鉄遮蔽体、電磁石がつくばキャンパスから J-PARC
施設へと輸送された。

輸送する場合、輸送先への譲渡手続き、J-PARC
では東海村や県への事前報告が求められることや放
射能、放射線線量率の強度により、輸送条件が変わ
るため、輸送前の測定が重要となる。
　測定はスミヤ法にて汚染の無い事を確認し、γ線
用サーベイメーターによる線量率測定、NaI又は
LaBr検出器によるスペクトル測定で主要核種を測
定する。測定結果から放射能を評価し L型や IP-II
型などの輸送条件で輸送する。

4．放射線／放射能以外の測定

　加速器施設及び非密封放射性同位元素を扱う施設
では、放射能を含んだ気体・液体が放出される場合
があるため専用の排気設備・排水設備を持っている。
気体については、放出された場合の拡散状況の参考
とするため風向・風速が必要となる。

KEKでは測定項目として、風向、風速の他に日
射量、気温、地温、雨量、気圧、雷検知器（電位計）
を測定する気象観測装置を設置している（図 6）。

図 6：	気象観測装置（手前は雷検知器、奥に見えるのは		
気象観測塔）
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図 7：	気圧の変化に伴う中性子線の変化（上：気圧、下：中性子線）

　これらの中で、気象変化が環境からの放射線に影
響を与えるものとして気圧と雨量がある。中性子は
宇宙からの飛来が殆どであるため気圧による影響を
受け、気圧が上がれば中性子は大気の遮蔽効果によ
り減少し、気圧が下がれば上昇する。図 7に低気圧
接近時における中性子線量の変化を示す。また降雨
時には大気中に含まれる 222Rn及び娘核種が雨と共
に落ちてきて、γ線の B.Gが上昇する場合がある。
このほか最近では雷による放射線の発生とそのメカ
ニズムの研究がおこなわれている。
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期間 ： 2013年 9月19日～10月19日

5．終わりに

　KEKでは大型プロジェクトの開始・終了等によ
り当該施設に対する放射線管理が大きく変化する。
その施設が廃止になった場合でも放射化物が残って
いると、それからも管理が続く。また放射線の測定
は、人手に頼る部分がまだまだ多く残っているため
今後の課題である。
　東電福島原発事故では環境放射線レベルが高くな
り、管理区域内に外から土などを取り込まない措置
をとるという通常とは逆の事象を経験したが、この
様な事が二度と無い事を願う。
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編集後記

　J-PARCにおける放射線漏えい事故（平成 25年 5月 23日）以来、J-PARC全体の安全意識が厳

しく問われ、「安全文化の醸成」の下に安全管理体制の大幅な見直しがなされました。そうした

背景の中、今回の技術交流会は「KEKを支える安全技術」と題し、日頃より安全業務に携わっ

ている皆さんから各施設および実験装置における保守点検、整備および技術開発を通して、安全・

安心への取り組みを中心に報告していただきました。施設安全、高圧ガス安全、インタロックお

よび放射線安全と多岐にわたる内容を賜り、安全意識の共有および安全への再認識において大き

な情報交換の場になったと思います。

一方、採用後 1年を経過した 5名（平成 24年度新人）の皆さんからも一年間取り組んだ業務内

容についてご紹介いただきました。各部署において精力的に活躍されており、一年間の大きな成

長を窺がうことができました。今後益々、自己のスキルを磨き、各分野にて貢献されることを期

待します。

　今回の技術交流会において貴重な報告をいただき、さらに、本報告集の執筆をいただいた上記

9名の発表者の皆さんに改めて厚く感謝申し上げます。

最後に、本交流会開催に当たり、発表者の人選や交流会当日の準備等にご協力いただいた各研究

所ならびに研究施設の世話人の方々に感謝と慰労の念を表します。

2013年度技術交流会実行委員

藤森　寛

小山　篤

小菅　隆

佐藤節夫
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